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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 47,695 47,950 48,628 51,052 52,861

経常利益 (百万円) 2,386 1,937 1,945 2,143 2,690

当期純利益 (百万円) 1,211 1,097 960 1,215 1,395

純資産額 (百万円) 21,056 21,615 22,862 23,279 23,752

総資産額 (百万円) 35,418 35,830 36,971 38,707 39,612

１株当たり純資産額 (円) 776.37 797.46 843.08 847.13 864.64

１株当たり当期純利益 (円) 40.01 35.56 30.35 45.10 51.78

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 59.5 60.3 61.8 59.0 58.8

自己資本利益率 (％) 6.0 5.1 4.3 5.3 6.0

株価収益率 (倍) 8.6 12.3 20.3 10.0 5.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,821 1,535 3,007 4,014 △973

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,271 △1,524 △1,220 △1,538 △1,752

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,230 △970 △980 △765 429

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 5,439 4,478 5,286 6,997 4,701

従業員数 (名) 1,746 1,731 1,733 1,731 1,786

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用している。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 32,439 31,516 32,279 34,112 36,236

経常利益 (百万円) 874 523 858 1,028 1,551

当期純利益 (百万円) 330 278 385 796 885

資本金 (百万円) 4,104 4,104 4,104 4,104 4,104

発行済株式総数 (千株) 27,644 27,644 27,644 27,644 27,644

純資産額 (百万円) 14,659 14,512 15,172 14,856 14,884

総資産額 (百万円) 25,859 26,294 26,413 28,031 28,605

１株当たり純資産額 (円) 542.66 537.23 561.55 551.34 552.42

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

10.00

(4.00)

10.00

(4.00)

10.00

(4.00)

10.00

(4.00)

11.0

(4.00)

１株当たり当期純利益 (円) 10.98 9.05 12.81 29.55 32.85

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 56.7 55.2 57.4 53.0 52.0

自己資本利益率 (％) 2.3 1.9 2.6 5.3 6.0

株価収益率 (倍) 31.4 48.5 48.1 15.2 9.3

配当性向 (％) 91.1 110.5 78.1 33.8 33.5

従業員数 (名) 612 474 521 587 610

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

３　平成16年３月期の１株当たり配当額10円には、創立50周年記念配当金２円を含んでいる。

４　平成17年３月期の１株当たり配当額10円には、特別配当金２円を含んでいる。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用している。

６　平成20年３月期の１株当たり配当額11円には、特別配当金１円を含んでいる。
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２ 【沿革】

昭和29年５月戦後、荒廃した電信電話施設の復旧と施設拡充に応えるため、全国各地に電気通信建

設工事業者の設立をみたが、産業界の急速な発展による旺盛な電話需要に基づき、日

本電信電話公社により、昭和28年度を初年度とする電信電話設備拡充長期計画が樹立

された。この計画に対処するため、業界に整備統合の機運が高まり、このような情勢に

応じて、既存の東海建設工業株式会社(昭和22年11月設立)、大和建設株式会社(昭和27

年２月設立)及び双葉電建株式会社(昭和24年１月設立)の３社が合併して、創立資本

金５百万円で新会社中部通信建設株式会社が発足した。

昭和29年６月本社、岐阜出張所、三重出張所及び静岡出張所を開設し営業を開始する。

昭和29年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格、線路２級、機械３級、伝送無線３級に認定さ

れる。

昭和31年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格、機械２級に認定される。

昭和33年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格、伝送無線２級に認定される。

昭和37年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格、線路１級に認定される。

昭和39年３月決算期変更(12月期より３月期)。

昭和45年１月岐阜出張所、三重出張所及び静岡出張所を営業所に昇格。

昭和49年11月名古屋証券取引所市場第２部に株式を上場。

昭和50年４月愛知支店の開設及び岐阜営業所を支店に昇格。

昭和52年５月三重営業所、静岡営業所を支店に昇格。

昭和57年６月事業目的に「機材の製造、販売、賃貸、並びにコンサルタント業務」を追加。

昭和61年６月事業目的に「医療用具並びに計量器の販売、及び付帯業務」を追加。

昭和62年５月子会社の「株式会社フューチャーイン」を設立。

平成２年10月協力会社の岐阜通信建設株式会社を「株式会社中部通信岐阜(現在 株式会社シー

キューブ岐阜)」と商号変更し子会社とする。

平成３年２月 日本電信電話株式会社の「通信設備総合工事」の参加資格者に認定される。

平成３年４月 東海通信建設株式会社と合併。

平成３年７月 協力会社の静中電気通信株式会社を「株式会社中部通信静岡(現在 株式会社シー

キューブ静岡)」と商号変更し子会社とする。

平成３年10月中間発行増資。

平成４年２月 子会社の「株式会社中部通信愛知(現在 株式会社シーキューブ愛知)」を設立。

平成４年２月 新株引受権付社債34百万スイス・フランの発行。

平成４年６月 中間配当制度の導入。

平成４年10月中部通信建設株式会社よりシーキューブ株式会社に商号変更。

平成５年３月 日本電信電話株式会社の「通信設備総合工事」の参加資格者に認定される。

平成５年４月 新株引受権付社債25百万スイス・フランの発行。

平成５年９月 関連会社の「株式会社情報通信システム(現在 株式会社シーキューブ三重)」を子会

社とする。

平成６年４月 現在地に本社を移転。

平成７年１月 子会社の「株式会社シーキューブ名東」及び「株式会社シーキューブ・イズ(現在 

株式会社トーカイ)」を設立。

平成７年７月 協力会社の「株式会社シイ・テイ・エス(現在 株式会社ＣＴＳ)」を子会社とする。

平成７年10月新株引受権付社債26百万スイス・フランの発行。

平成８年５月 中京電話建設株式会社及び山本通信建設株式会社と合併。

平成８年12月子会社の「株式会社テクノサービス」を設立。

平成９年３月 日本電信電話株式会社の「電気通信設備請負工事競争参加資格者」に認定される。

平成９年４月 子会社の「株式会社シーキューブトータルサービス」を設立。

平成10年９月名古屋証券取引所市場第２部より市場第１部に指定替を受ける。

平成11年２月電気通信設備工事の設計・施工に関し、通信設備事業本部本店及び関連部署において

品質保証の国際規格であるＩＳＯ9001の認証を取得。
平成11年４月東京事務所を東京支店に、大阪事務所を関西支店に昇格。
平成11年５月子会社の「株式会社シーキューブシステムサービス」を設立。
平成11年６月協力会社の愛岐通信建設株式会社を「株式会社アイギ」と商号変更し、子会社とす

る。
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　　 平成11年８月通信設備事業本部岐阜・三重・静岡の各支店においてＩＳＯ9001の認証を取得。
平成12年１月ネットワークインフラ事業本部の一部(民需部門)、マルチメディア事業本部、土木事

業本部及び移動通信事業本部でＩＳＯ9001の認証を取得し、全社全部門での取得とな
る。

平成12年２月子会社の㈱シーキューブ愛知、㈱シーキューブ岐阜、㈱シーキューブ三重、㈱シー
キューブ名東、東海通建㈱及び関連会社の濃尾電設㈱の各社が、品質保証の国際規格
であるＩＳＯ9002の認証を取得。

平成12年３月子会社の㈱シーキューブ静岡、㈱シイ・テイ・エス(現在 株式会社ＣＴＳ)及び㈱
トーカイがＩＳＯ9002の認証を取得。

平成12年７月子会社の㈱アイギがＩＳＯ9002の認証を取得。
平成12年８月関連会社の濃尾電設㈱の株式を追加取得し子会社とする。
平成12年10月関連会社の三愛建設㈱がＩＳＯ9002の認証を取得。
平成13年３月

西日本電信電話株式会社の「電気通信設備請負工事競争参加資格者」に認定される。

平成13年４月子会社の「株式会社シーキューブモバイルテック」を設立。
平成13年10月子会社の「株式会社アイポック」を設立。
平成13年10月東海インターネット株式会社(現在　株式会社ＴＣＰ)の第三者割当増資を引受け、子

会社とする。
平成14年５月環境の国際規格であるＩＳＯ14001の認証を本社ビルが取得。
平成15年７月子会社の㈱テクノサービスより営業を譲受。
平成16年８月㈱フューチャーインに当社のｅ－事業関連部門を営業譲渡し、㈱シーキューブシステ

ムサービスと同社が合併。
関連会社の㈱シー・エス・ケエの株式を追加取得し子会社とする。
㈱アイポックの所有全株式を売却。

平成16年10月全社(東京支店を除く)において労働安全衛生マネジメントシステムの国際規格であ
るＯＨＳＡＳ18001の認証を取得。

平成18年２月ＩＳＯ推進室・ＩＣＴ事業本部企画部・ＩＣＴ営業本部・静岡支店・東京支店・関
西支店における電気通信設備、土木設備及び電気設備の営業活動において情報セキュ
リティマネジメントシステム(ＩＳＭＳ)の認証を取得。

平成18年３月㈱ＴＣＰの所有全株式を売却。
平成18年10月
平成19年３月

子会社の㈱シーキューブモバイルテックを吸収合併。
全社における電気通信設備、土木設備及び電気設備の営業、設計、施工、保守活動にお
いて情報セキュリティマネジメントシステム(ＩＳＭＳ)の拡大認証を取得。

　

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社16社及び関連会社１社で構成され、主な事業内容と当社グループの当該事

業に係る位置付けは次のとおりである。

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分である。

(1) 通信建設事業

連結財務諸表提出会社であるシーキューブ㈱は、建設業法の定めるところによる建設業者としての許

可を受け、電気通信施設建設工事等に関する総合請負を行っており、西日本電信電話㈱からの受注工事が

最も多い状況である。

シーキューブ㈱は、受注工事の一部を子会社東海通建㈱ほか10社、関連会社三愛建設㈱に発注し施工さ

せている。また、子会社の㈱シーキューブトータルサービスは工事車両のリース事業等を行っている。

通信建設事業の主な内容は次のとおりである。

ＮＴＴ工事

①　所外系(ケーブル施設)工事……………通信線布設用の地下管路・マンホール・洞道等の築

造工事並びに通信線の布設・接続・試験、電柱の建

植、情報通信宅内工事の設計施工。

②　所内系(ネットワーク設備)工事 ………デジタル設備、伝送・無線設備、データ通信設備、電力

設備工事並びにこれらに関連する工事。

ＮＴＴ以外の工事

ＮＴＴ以外の電気通信事業者、電力会社、官公庁その他民間企業等から受注する通信・電力設備等

の設計、施工、保守等並びに情報通信システムの構築等。
　

EDINET提出書類

シーキューブ株式会社(E00191)

有価証券報告書

 5/98



(2) 情報サービス事業

サーバー・パソコンを主体としたシステム及びＩＰ－ＰＢＸ、ＩＰ電話、携帯電話等通信システム並び

に周辺機器の提案・販売・構築、ソフトウェアの開発等をシーキューブ㈱、子会社の㈱フューチャーイン

で行っている。

　

事業の系統図は次のとおりである。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

役員の
兼任
(名)

関係内容

(連結子会社)

㈱フューチャーイン　(注)７ 名古屋市千種区 330
情報サービス

事業
77.0

2
(-)

情報サービス事業を委託してい
る。

東海通建㈱　　　　　(注)７ 名古屋市昭和区 95通信建設事業 96.7
１
(-)

通信設備工事を委託している。

㈱シーキューブ岐阜　(注)７ 岐阜県土岐市 24 〃 100.0
1
(3)

通信設備工事を委託している。

㈱シーキューブ静岡　(注)７ 静岡県藤枝市 28 〃 100.0
-
(2)

通信設備工事を委託している。

㈱シーキューブ愛知
　　　　　　　　(注)２，７

愛知県愛西市 32 〃 100.0
-
(3)

通信設備工事を委託している。

㈱シーキューブ三重　(注)７ 三重県三重郡川越町 30 〃 100.0
-
(3)

通信設備工事を委託している。

㈱トーカイ　　　　　(注)７ 静岡県藤枝市 20 〃 100.0
-
(4)

通信設備工事を委託している。

㈱ＣＴＳ　　　　 　 (注)７ 名古屋市千種区 80 〃 100.0
-
(3)

通信設備工事を委託している。

㈱シーキューブ
トータルサービス　　(注)７

愛知県北名古屋市 200 〃 100.0
-
(2)

車両等をリースしている。

㈱アイギ　　　　　　(注)７ 岐阜県可児市 20 〃 97.3
-
(4)

通信設備工事を委託している。

濃尾電設㈱　　　　　(注)７ 岐阜県岐阜市 36 〃 55.0
-
(2)

通信設備工事を委託している。

㈱テクノ　　　　　　(注)７ 名古屋市西区 10 〃 100.0
1
(2)

通信設備工事を委託している。

㈱静岡システム・
プライニング

静岡県藤枝市 10 〃
100.0

(100.0)
-
(3)

㈱嶋田建設 岐阜県高山市 40 〃
54.0

(54.0)
1
(-)

運転資金を貸付けている。

㈱シー・エス・ケエ　(注)７ 名古屋市西区 10 〃 94.5
-
(2)

通信設備工事を委託している。

㈱フィット・クリエイト 名古屋市緑区 10 〃
100.0

(100.0)
-
(3)

(持分法適用関連会社)

三愛建設㈱ 三重県鈴鹿市 20 〃 21.2
-
(1)

通信設備工事を委託している。

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。
２　特定子会社に該当する。
３　上記の子会社のうち、有価証券届出書又は、有価証券報告書を提出している会社はない。
４　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数である。
５　㈱フューチャーインは、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)が連結売上高の10％を超える連結子会
社に該当しているが、事業の種類別セグメントの情報サービス事業の売上高に占める当該連結子会社の売上
高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。)の割合が90％を超えているため、主要な損益情報等の記載
を省略している。

６　㈱フューチャーイン以外の連結子会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上
高に占める割合がいずれも10％以下であるため、主要な損益情報等の記載を省略している。

７　資金管理の効率化を推進する目的でキャッシュマネジメントシステムを導入して、ファイナンス取引を行って
いる。

８　役員の兼任の(　)内は、当社役員以外で関係会社の役員となっている従業員数で外数である。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成20年３月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

通信建設事業 1,334

情報サービス事業 417

全社(共通) 35

合計 1,786

(注)　従業員数は就業人員数である。

　

(2) 提出会社の状況

(平成20年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

610 44.16 18.10 6,196

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループ従業員の所属する労働組合は、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会シーキューブ

労働組合である。上部団体は情報産業労働組合連合会である。

なお、平成20年３月末現在の当社グループ所属の組合員数は762名であり労使関係は良好である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、輸出の堅調が続いてはいるものの、原油価格の高騰による企業業

績の悪化や物価の値上がりによる個人消費の落ち込みなどが懸念されてきた。そのため、日本経済は、先

行きに不透明感が増してきている。また、サブプライムローン問題は収束する気配がなく、米国経済の景

気後退の不安は、日本経済にも影響している。

　当社グループの主要な事業分野である情報通信事業分野のうち、ブロードバンドサービス市場では、光

アクセスサービスの契約数が、平成19年12月末には前年同月に比べ338万件増の1,132万件となり、1,000

万件の大台を突破した。一方、ＡＤＳＬの契約数は減少傾向が続いており、近々、光アクセスサービスの契

約数がＡＤＳＬの契約数を上回るものと思われる。このほか、パソコンを使用しない層にインターネット

を利用してもらうため、インターネット接続機能を内蔵したテレビ商品が増え始めており、そのテレビに

より利用できるサービスが多彩になっている。また、光アクセスサービスを利用してゲーム機をインター

ネットに接続するサービスが開始されるなど、新サービスが展開されている。さらに、平成20年３月末に

は、首都圏と大阪市内の一部地域にてＮＧＮ（次世代ネットワーク）の商用サービスが開始されている。

　移動通信サービス事業分野では、携帯電話単独の契約数が１億件に達しており、市場が飽和状態に近づ

きつつある。こうした中、ナンバーポータビリティ制度や端末価格を引上げて通信料を引下げる新料金体

系の導入に伴い、消費者が携帯電話会社や料金設定を自由に選択する傾向が強まり、各事業者間の競争は

新しい局面を迎えている。また、携帯電話は、常に持ち歩く特性を活かして、自宅のセキュリティの遠隔操

作や緊急地震速報の配信サービス、ＧＰＳ機能を利用した位置確認サービスなど、セキュリティ面におい

ても拡大しつつある。

　このような環境下、当社グループは、中期経営計画「Create2010」に基づき、「人を育成する」「お客様

の信頼を得る」「企業の社会的責任を果たす」を基本方針として掲げ、諸施策を積極的に展開してきた。

①　人を育成する 

当社グループは、光アクセス網の整備に向けた工事の増加に対応し、技術者の充実度で業界

Ｎｏ．１を目指しており、継続して技術者育成に努め、工事の受注、施工に対応できる体制の強化を

図ってきた。 

②　お客様の信頼を得る

当社グループは、多くのお客様から「やっぱりシーキューブだね」と言っていただけるよう　　　

に、施工品質の向上、ＣＳの向上に取り組んできた。具体的には、技術指導センタでは、変革する新技

術の技術指導及び定着化を図り、日締め検査センタにおいては、日々リアルタイムに施工記録写真と

問診にて検査を行い、高品質の確保、検査機能の充実を図った。 

　また、ＣＳの向上については、接客応対マナー研修や、応対マナーインストラクターが工　　　　事の施

工に同行し接客態度を診断する、接客応対マナー診断を行うなど、積極的に取り組んできた。

③　企業の社会的責任を果たす

　当社グループは、すべてのステークホルダーに愛される企業グループを目指してきた。平成19年９

月末に施行された金融商品取引法に対応するため、平成19年４月に内部統制室を設置し、財務報告の

信頼性を確保する体制を整備した。環境に関する活動については、愛知県内におけるエコカーの使

用、及びＩＳＯ14001への取り組みの姿勢が評価され、愛知県より「平成19年度自動車エコ事業所」

として認定された。

このような結果、当社グループの当連結会計年度の業績については、連結受注高53,208百万円（前期比
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103.4％）、連結売上高52,861百万円（前期比103.5％）、連結経常利益については2,690百万円（前期比

125.5％）、連結当期純利益は1,395百万円（前期比114.8％）と増収増益となった。

事業のセグメントの業績は次のとおりである。

①　通信建設事業

ＮＴＴ工事については、受注高は21,453百万円(前期比97.5％)、売上高は21,493百万円(前期比

98.1％)となった。

またＮＴＴ以外の工事については、受注高は19,374百万円(前期比115.4％)、売上高は18,987百万円

(前期比115.0％)となった。

　通信建設事業全体では、受注高は40,827百万円(前期比105.2％)、売上高は40,480百万円(前期比

105.4％)となった。

営業利益については、移動通信工事の売上高の増加等により、2,371百万円(前期比123.4％)となっ

た。

②　情報サービス事業

通信システム等の積極的な受注活動に努めたものの、売上高は12,381百万円(前期比97.9％)と前年

を下回った。営業利益については、グループをあげて諸施策を実施し、経費の削減等に努めた結果、120

百万円(前期比261.2%)となった。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ、2,296百万

円減少し、4,701百万円となった。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

税金等調整前当期純利益は2,574百万円、減価償却費は1,309百万円となったものの、売上債権の増加

3,034百万円、たな卸資産の増加569百万円、法人税等の支払1,366百万円等があり、973百万円の資金減少

（前年同期：4,014百万円資金増加）となった。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

有形固定資産及び投資有価証券の取得による支出1,823百万円等により、1,752百万円の資金減少（前

年同期：1,538百万円資金減少）となった。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

借入金の純増加額701百万円等により、429百万円の資金増加（前年同期：765百万円資金減少）となっ

た。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比

通信建設事業 40,827 5.2％　増

情報サービス事業 12,381 2.1％　減

合計 53,208 3.4％　増

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていない。なお、「２　生産、受注及び販売の状況」においては、いずれの金額に

も消費税等は含まれていない。

　

(2) 販売実績

　

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円) 前期比

通信建設事業 40,480 5.4％　増

情報サービス事業 12,381 2.1％　減　

合計 52,861 3.5％　増

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去している。

２　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

　

なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。

建設業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工事別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高
当期
施工高
(百万円)

手持
工事高
(百万円)

うち施工高
　　　　　(百万円)

第54期

自平成18年４月１日

至平成19年３月31日

通信建設部門 (％)

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)
工事

3,24120,90624,14720,6853,462 41.2 1,42720,878

所内系(ネットワーク設
備)工事

262 1,1021,3651,214 151 50.3 75 1,202

計 3,50322,00925,51321,8993,613 41.6 1,50322,080

ＮＴＴ以外の工事 2,03312,50114,53512,1072,428 48.3 1,17212,657

合計 5,53734,51140,04834,0066,042 44.3 2,67634,738

第55期

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)
工事

3,46220,61424,07620,5843,492 48.7 1,70020,857

所内系(ネットワーク設
備)工事

151 838 989 908 81 31.3 25 857

計 3,61321,45325,06621,4933,573 48.3 1,72521,715

ＮＴＴ以外の工事 2,42814,88817,31714,6382,678 49.6 1,32814,794

合計 6,04236,34142,38336,1316,252 48.8 3,05436,509

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高にその増

減額を含む。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　次期繰越工事高の施工高は、工事進捗率により算出したものである。

３　当期施工高は、(当期完成工事高 ＋ 次期繰越施工高 － 前期繰越施工高)に一致する。
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②　完成工事高

　

期別 区分

西日本電信電話

株式会社

(百万円)

その他(百万円) 合計(百万円)

第54期

自平成18年４月１日

至平成19年３月31日

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)工事 20,685 － 20,685

所内系(ネットワーク設備)

工事
1,214 － 1,214

計 21,899 － 21,899

ＮＴＴ以外の工事 － 12,107 12,107

合計 21,899 12,107 34,006

第55期

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)工事 20,584 － 20,584

所内系(ネットワーク設備)

工事
908 － 908

計 21,493 － 21,493

ＮＴＴ以外の工事 － 14,638 14,638

合計 21,493 14,638 36,131

(注) １　第54期の完成工事のうち請負金額５億円以上の主なものは次のとおりである。

西日本電信電話株式会社 静岡支店 静岡東部エリアサービス総合工事（アクセス）

〃 名古屋支店 名古屋南エリアサービス総合工事（アクセス）

〃 三重支店 北勢エリアサービス総合工事（ユーザ）

〃 　〃 北勢エリアサービス総合工事（アクセス）

〃 名古屋支店 名古屋東エリアサービス総合工事（ユーザ）

第55期の完成工事のうち請負金額５億円以上の主なものは次のとおりである。

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 名古屋南エリアサービス総合工事（アクセス）

〃 　　〃 名古屋東エリアサービス総合工事（アクセス）

〃 静岡支店 エリアサービス総合工事（ユーザ）

〃 　　〃 名古屋南エリアサービス総合工事（アクセス）

〃 三重支店 北勢エリアサービス総合工事（ユーザ）

２　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

第54期

西日本電信電話株式会社 21,899百万円 64.4％

第55期

西日本電信電話株式会社 21,493百万円 59.5％
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③　手持工事高(平成20年３月31日現在)

　

区分
西日本電信電話株式会社

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

通信建設部門

　ＮＴＴ工事

　　所外系(ケーブル施設)工事 3,492 － 3,492

　　所内系(ネットワーク設備)工事 81 － 81

計 3,573 － 3,573

　ＮＴＴ以外の工事 － 2,678 2,678

合計 3,573 2,678 6,252

(注)　手持工事のうち請負金額１億円以上の主なものは次のとおりである。

下呂市 放送通信基盤（下呂・萩原）設備工事 平成20年６月完成予定

西日本電信電話株式会社 名古屋東エリアサービス総合工事（アクセス） 平成20年７月完成予定

　　　〃 愛知総18-1055通信設備土木工事 平成20年６月完成予定

　　　〃 名古屋南エリアサービス総合工事（アクセス） 平成20年７月完成予定

日本エリクソン株式会社 日本エリクソン関西ＳＷＡＰ工事 平成20年５月完成予定
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３ 【対処すべき課題】

当社グループの対処すべき課題は、ＮＧＮやＷｉＭＡＸ（高速無線通信）などの次世代通信規格に代表

されるように、ブロードバンド・ユビキタス社会に向けてのサービスや技術がますます進化、融合していく

ものと思われ、こうした流れに対応できる、人材、設備施工品質の確保にある。

　当社グループは、引き続き、中期経営計画「Create2010」を遂行し、企業価値を高め、グループ業績の拡大

を目指すこととしている。具体的には、お客様の視点に立ち、コンプライアンスを重視した工事の推進を目

的とする、「きっちり工事（ＫＫ）運動」に取り組み、お客様の期待に応え、信頼いただけるよう努めてい

くこととしている。また、ＮＧＮの商用サービス開始に伴い、光アクセスサービス関連工事の受注が増加す

ることを想定し、これに対応するため、平成20年度中に技術者育成のための研修プログラムを作成し、技術

者育成に取り組むこととしている。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社グループ

が判断したものである。

　　①特定事業分野への依存

　当社グループの受注は、通信建設事業が約７５％を占めるため、ＮＴＴグループをはじめ、各情報通

信事業者の設備投資動向により、当社グループの業績は大きく影響を受けることがある。また、情報通

信事業分野は価格競争等、各通信事業者による競争が激化しており、その競争の状況によっては、発注

価格の引下げ等、当社グループの業績は大きく影響を受けることがある。

　　②設備事故・人身事故に関するリスク

　当社グループは、「品質」、「労働安全衛生」の各マネジメントシステムを導入し、安全・品質・環

境・信頼の確保に努めているが、工事中の事故が発生した場合、その状況によっては、発注者から指名

停止等のペナルティが課せられる可能性もあり、当社グループの業績に大きな影響を及ぼすことがあ

る。

   ③情報漏洩に関するリスク

　当社グループは、取引先から顧客および設備等に関する情報をお預かりしているため、「情報セキュ

リティ」に関するマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）を導入し、情報管理の徹底を図っているが、情

報漏洩が発生した場合、取引先からの信頼を失うなど、当社グループの業績に大きな影響を及ぼすこ

とがある。

   ④大規模自然災害に関するリスク

　当社グループは、愛知、岐阜、三重、静岡の東海地方に営業拠点が集結しており、耐震対策、緊急情報連

絡システムの構築等を実施しているものの、将来、想定されている東海地震など大規模自然災害の発

生時には、設備に大きな影響を受ける可能性もあり、状況によっては当社グループの業績は大きく影

響を受けることがある。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項なし。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、通信建設事業については引き続き「高品質な工事を、安全に、効率よ

く」をテーマとして通信設備工事の設計受注から完成までの一連作業工程の中で、設計、施工方法及び器工

具の開発・改良に積極的に取り組んでいる。また、ＩＰ網・ＩＴ時代に向けての光分波技術等ブロードバン

ド対応分野の技術習得及び関連のソフト開発にも努めている。

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は、58百万円であった。

事業の種類別セグメントの研究開発活動は、次のとおりである。

１．通信建設事業

通信設備部門の研究開発は、アクセス事業本部の技術開発部を中心に、次世代ネットワーク社会を想定

し、光アクセス網を活用する全てのニーズに向けた、効率的な施工技術と施工方法の開発・改良に取り組

み、設計補助ツール(柱君)、新型ＭＨ用仮鉄蓋(スネール)、光ジャンパコードホルダー、AOFクロージャス

ケール、地下光接続用SCフレーム固定具、地下光接続用作業台等を考案した。また、情報セキュリティ関連

でＣＳホルダーを考案した。

　ビル内設備関連については、ＩＰ網に伴う施工方法及び器工具の開発・改良に取り組み、試験用抵抗器

(60A)、40ARR断線片カバー、改良型簡易光対照器（IDM用）、改良型電源（48Ｖ・50Ｖ）継ぎ込みチェッ

カー等を考案した。

　基盤設備関連では、安全かつ効率的な施工技術の開発に取り組み、ＭＨ蓋高調整用外枠、橋梁管補修用防

護カバー、新型ＭＨ通線用ローラ、バケット用電動クレーン、75ミリ引上げ管通線工具、ＭＨ鉄蓋用認識Ｉ

Ｃタグ等を考案した。

要員は５名で、当連結会計年度における支出総額は58百万円である。

２．情報サービス事業

該当事項なし。

　

EDINET提出書類

シーキューブ株式会社(E00191)

有価証券報告書

15/98



７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成している。この連結財務諸表の作成にあたっては貸倒引当金、有価証券、退職給付債務及び繰延税金

資産等の見積りは会計基準に基づき、適正に見積り評価している。なお、見積りには不確実性が伴うため、

実際の結果は、これらの見積りとは異なる場合がある。

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

当社グループの当連結会計年度の財政状態については、総資産は前連結会計年度に比べ904百万円増加

し、39,612百万円となった。その主な要因は、売上債権の増加等である。負債の部では、負債合計は前連結

会計年度と比べ432百万円増加し、15,859百万円となった。その主な要因は、短期借入金の増加、未払法人

税等及び退職給付引当金の減少である。純資産の部については、純資産合計は23,752百万円となった。

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績については、売上高は前連結会計年度に比べ3.5％増収の

52,861百万円となった。

また、営業利益は、前連結会計年度に比べ25.4％増益の2,529百万円となり、経常利益は、前連結会計年

度に比べ25.5％増益の2,690百万円となった。

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループを取り巻く通信事業環境は競争が激しく、また情報通信事業の設備投資は年度により大

きく変動し、その設備投資動向により、経営成績に大きな影響を受けるが、営業の強化、技術者の増強、技

術力の複合化並びに低コスト施工体制の強化により経営成績の安定化を図っていくこととしている。

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、現金及び現金同等物は期首残高より2,296百万円減少し、4,701百万円であ

る。内訳は以下のとおりである。

営業活動によるキャッシュフローは、税金等調整前当期純利益を2,574百万円計上したものの、売上債

権の3,034百万円の増加等により、973百万円の減少である。

投資活動によるキャッシュフローは、主として有形固定資産の取得等により1,752百万円の減少であ

る。

財務活動によるキャッシュフローは、主として借入金の増加等により429百万円の増加である。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資内容及び金額は、通信建設事業に係る事業所の建替等による土地・建物・構

築物で706百万円、車両運搬具の更新を中心とする取得630百万円、工具器具備品等で302百万円で、総額

1,640百万円である。

事業の種類別セグメントの設備投資については、通信建設事業に係る設備投資が1,592百万円であり、情

報サービス事業に係る設備投資が47百万円である。

また、重要な設備の除却売却はない。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

建物・構築物 機械・運搬具
土地
(面積㎡)

その他 合計

本店
(名古屋市中区)
他１都１府１県７事業所

通信建設事業
情報サービス
事業

事務所等 1,743 38
2,526

(29,510.1)
[20,260.3]

111 4,420 456

岐阜支店
(岐阜県美濃加茂市)
他３事業所

通信建設事業 事務所 376 －
1,116　
(46,542.4)
[11,941.5]

3 1,496 49

三重支店
(三重県三重郡川越町)
他１事業所

通信建設事業 事務所 193 －
496

(7,492.1)
[10,926.0]

3 693 36

静岡支店
(静岡市葵区)
他３事業所

通信建設事業 事務所等 425 －
1,246

(18,232.3)
[11,438.0]

7 1,679 69

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含まない。

２　その他は工具器具、備品、無形固定資産である。

３　上記中［外書］は、連結会社以外からの賃借設備である。
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(2) 国内子会社

　

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

建物・構築物 機械・運搬具
土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱フューチャーイン
(名古屋市千種区)

情報サービス
事業

事務所並
びに販売
設備

138 35
160　
(935)
[－]

97 431 416

東海通建㈱
(名古屋市昭和区)
他愛知県内６社

通信建設事業
事務所並
びに建設
設備

228 1,432
252

(3,085)
[1,294]

231 2,145 408

㈱シーキューブ岐阜
(岐阜県土岐市)
他岐阜県内３社

通信建設事業
事務所並
びに建設
設備

53 46
327

(9,735)
[7,906]

7 435 180

㈱シーキューブ三重
(三重県三重郡川越町)

通信建設事業
事務所並
びに建設
設備

0 11
－
(－)
[－]

12 24 64

㈱シーキューブ静岡
(静岡県藤枝市)
他静岡県内２社

通信建設事業
事務所並
びに建設
設備

164 37
160

(1,578)
[12,687]

6 368 108

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含まない。

２　その他は工具器具、備品、無形固定資産である。

３　上記中〔外書〕は、連結会社以外からの賃借設備である。

４　土地及び建物の一部を賃借している。年間賃借料は47百万円である。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、中期経営計画の受注計画、売上計画、事業所開設・整備計画等を総

合的に勘案して計画している。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しているが、グループ全体で

重複投資とならないよう、当社を中心に調整を図っている。

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、更新等に係る投資予定金額は3,414百万円であるが、

その所要資金については、主として自己資金を充当する予定である。

　

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額

時期
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社
名古屋市
中区

通信建設事業

土地・建物・
構築物

2,640 192年間

機械 18 － 年間

工具・器具・
備品等

17 － 年間

㈱シーキューブトータル
  サービス他

愛知県
北名古屋市他

通信建設事業

車両運搬具 540 － 年間

建物・構築物 16 9 年間

工具・器具・
備品等

145 － 年間

㈱フューチャーイン
名古屋市
千種区

情報サービス
事業

備品 8 － 年間

車両運搬具 30 － 年間

(注)提出会社の設備投資の主な内容は、岐阜支店の移転、本店管内営業所の統合整備、静岡支店管内営業所の移転等であ

る。 　

　

(2) 重要な設備の除却等

特記事項なし。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,041,300

計 55,041,300

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,644,69927,644,699
名古屋証券取引所
(市場第一部)

－

計 27,644,69927,644,699－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成９年３月31日
(注)１ 2,515 28,603 966 4,104 964 3,795

平成11年３月31日
(注)２ △149 28,453 － 4,104 － 3,795

平成12年３月31日
(注)２ △150 28,303 － 4,104 － 3,795

平成13年３月31日
(注)２

△658 27,644 － 4,104 － 3,795

(注)１　新株引受権の権利行使による増加（平成８年４月～平成９年３月）

　　２　利益による自己株式消却
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 13 8 77 17 － 3,6563,771 －

所有株式数
(単元)

－ 82,162 900 40,17413,780 － 139,056276,07237,499

所有株式数
の割合(％)

－ 29.76 0.33 14.55 4.99 － 50.37100.00 －

(注) １　自己株式700,132株は「個人その他」に7,001単元及び「単元未満株式の状況」に32株含めて記載している。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13単元含まれている。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

シーキューブグループ従業員持
株会

名古屋市中区門前町１－51 1,569 5.67

第一生命保険相互会社
（常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町一丁目13－１
（東京都中央区晴海一丁目８－12）

1,384 5.00

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 1,343 4.86

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２－１ 1,232 4.45

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（常任代理人　日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目４－５
（東京都港区浜松町二丁目11－３）

951 3.44

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 866 3.13

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 707 2.55

住友生命保険相互会社
（常任代理人　日本トラスティ
・サービス信託銀行株式会社）

大阪市中央区城見一丁目４－35
（東京都中央区晴海一丁目８－11）

646 2.33

シーキューブ共栄会 名古屋市中区門前町１－51 558 2.02

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505019
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

528 1.91

計 － 9,789 35.41

(注)　上記のほか、当社所有自己株式700千株(2.53％)がある。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 700,100

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,907,100
269,071 －

単元未満株式 普通株式 37,499 － －

発行済株式総数 27,644,699－ －

総株主の議決権 － 269,071 －

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株(議決権13個)含まれ

ている。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式32株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

シーキューブ株式会社
名古屋市中区
　　門前町１番51号

700,100－ 700,100 2.53

計 － 700,100－ 700,100 2.53

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項なし。
　
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】
　　　　該当事項なし。

　
　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,561 665

当期間における取得自己株式 298 88

　
(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていない。

　
　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（単元未満株式の買増請求
による売渡）

48 9 30 5

保有自己株式数 700,132 － 700,400 －

　
(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及

び売渡による株式数は含めていない。
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３ 【配当政策】

株主に対する利益還元は事業経営に当っての重要政策のひとつであり、会社の経営基盤、財務体質の強化

のため、株主資本の充実を図るとともに、業績と配当性向並びに内部留保等を勘案しつつ安定した配当水準

の維持向上に努めることを基本方針としている。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金

の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

　以上の方針に基づき、当事業年度の配当金については、普通配当金10円に特別配当金１円を加え、年間11円

(うち中間配当金４円)の配当を行うこととした。この結果、純資産配当率は1.3％となる。

今後も基本方針に則り、業容拡大に向けた企業体質の強化並びに業績の向上に努めるとともに株主への

安定的な利益還元に努めていく所存である。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めている。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年11月20日
取締役会決議

107 4.00

平成20年６月27日
定時株主総会決議

188 7.00

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 355 439 800 619 497

最低(円) 172 301 382 391 288

(注)　最高・最低株価は名古屋証券取引所市場第一部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 424 411 385 380 398 334

最低(円) 400 374 355 288 302 288

(注)　最高・最低株価は名古屋証券取引所市場第一部におけるものである。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長 － 片　桐　清　志 昭和21年９月20日生

平成６年４月 日本電信電話株式会社東海支社副支

社長

注2 93

平成９年７月 当社入社

平成９年７月 当社顧問経営企画室長

平成10年６月 当社専務取締役経営企画室長

平成11年６月 当社代表取締役社長

平成15年10月 当社代表取締役社長e-事業本部長

平成16年８月 当社代表取締役社長(現任)

常務取締役
経営企画部長
兼内部統制室
長

佐　藤　光　久 昭和24年６月21日生

平成15年７月 株式会社エヌ・ティ・ティネオメイ

ト取締役設備ビジネス本部長

注2 11
平成18年６月 当社入社

平成18年６月 当社常務取締役経営企画部長

平成19年４月 当社常務取締役経営企画部長兼内部

統制室長(現任)

取締役

メディアネッ
トワーキング
事業本部副本
部長

猿　田　俊　明 昭和19年７月26日生

昭和43年３月 当社入社

注2 59

平成３年７月 当社通信設備本部通信線事業部長

平成５年６月 当社取締役通信設備本部通信線事業

部長

平成５年７月 当社取締役情報通信システム事業本

部長

平成８年５月 当社取締役三重支店長

平成９年７月 当社取締役通信設備事業本部本店長

平成11年６月 当社取締役安全品質管理部長

平成13年４月 当社取締役安全品質推進部長

平成13年６月 当社取締役経営企画部長

平成15年６月 株式会社フューチャーイン代表取締

役社長(現任)

平成15年６月 当社取締役e-事業本部副本部長

平成16年８月 当社取締役メディアネットワーキン

グ事業本部副本部長(現任)

取締役

総務部長兼同
部コンプライ
アンス統括室
長

小　澤　　　大 昭和20年５月14日生

平成６年11月 株式会社東海銀行東支店長

注2 44

平成９年４月 当社入社

平成９年６月 当社取締役総務部長

平成12年４月 当社取締役総務部長兼事業開発部長

平成12年12月 当社取締役総務部長兼事業開発部長

兼営業本部副本部長

平成14年４月 当社取締役総務部長兼事業開発部長

兼統括営業本部副本部長

平成16年２月 当社取締役総務部長兼同部コンプラ

イアンス統括室長兼事業開発部長兼

統括営業本部副本部長

平成17年７月 当社取締役総務部長兼同部コンプラ

イアンス統括室長兼事業開発部長

平成18年７月 当社取締役総務部長兼同部コンプラ

イアンス統括室長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役

NTT営業本部長
兼アクセス事
業本部企画営
業部長兼同本
部光サービス
推進部長

中　山　　　寛 昭和19年９月７日生

平成９年11月 日本電信電話株式会社沼津支店長

注2 14

平成11年４月 当社入社経営企画室次長

平成11年６月 当社ISO推進室長

平成13年４月 当社安全品質推進部ISO推進室長

平成13年６月 当社安全品質推進部長兼同部ISO推

進室長

平成13年７月 当社安全品質推進部長

平成15年４月 当社理事アクセス事業本部企画営業

部長兼安全品質推進部長兼アクセス

事業本部Bフレッツ推進部長兼同本

部アクセス事業部企画部長

平成16年６月 当社取締役アクセス事業本部企画営

業部長兼安全品質推進部長兼アクセ

ス事業本部Bフレッツ推進部長兼同

本部アクセス事業部企画部長

平成16年９月 当社取締役NTT営業本部長兼アクセ

ス事業本部企画営業部長兼同本部B

フレッツ推進部長

平成19年４月 当社取締役NTT営業本部長兼アクセ

ス事業本部企画営業部長兼同本部光

サービス推進部長(現任)

取締役 ICT事業本部長 山　森　正　治 昭和22年３月26日生

昭和41年３月 当社入社

注2 22

平成９年７月 当社電設事業本部営業部長

平成10年10月 当社電設事業本部営業部長兼事業開

発部担当部長

平成11年６月 当社ネットワークインフラ事業本部

第二企画営業部長兼事業開発部担当

部長

平成12年４月 当社ネットワークインフラ事業本部

第二企画営業部長

平成12年12月 当社ネットワークインフラ事業本部

第二企画営業部長兼営業本部第一部

長

平成14年４月 当社統括営業本部ネットワーク営業

本部長

平成15年４月 当社理事統括営業本部ネットワーク

営業本部長

平成16年６月 当社取締役統括営業本部ネットワー

ク営業本部長

平成17年７月

平成19年５月

 

当社取締役ICT事業本部副本部長兼

同本部ICT営業本部長

株式会社テクノ代表取締役社長(現

任)

平成19年６月 当社取締役ICT事業本部長(現任)

取締役 経理部長 杉　山　快佐夫 昭和21年10月22日生

昭和40年３月 当社入社

注2 12

平成８年５月 当社経理部担当部長

平成11年６月 当社土木事業本部企画営業部長兼同

本部同部企画課長

平成13年10月 株式会社アイギへ出向

株式会社嶋田建設へ出向同社代表取

締役社長

平成15年４月 株式会社嶋田建設代表取締役社長

当社土木事業本部担当部長

平成16年５月 当社経理部担当部長

平成16年６月 当社経理部長

平成16年７月 当社理事経理部長

平成17年６月 当社取締役経理部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役
アクセス事業
本部長

北　野　治　夫 昭和22年６月27日生

昭和45年３月 当社入社

注2 11

平成９年７月 当社通信設備事業本部企画営業部企

画担当部長

平成10年７月 当社通信設備事業本部三重支店四日

市営業所長

平成13年７月 株式会社シーキューブ愛知へ出向

平成14年５月 同社取締役線路部長

平成15年６月 当社アクセス事業本部アクセス事業

部第一アクセス部長兼同本部同事業

部システム技術部長兼同本部企画営

業部積算担当部長

平成16年４月 当社アクセス事業本部アクセス事業

部長兼同本部同事業部第一アクセス

部長兼同本部企画営業部積算担当部

長

平成16年７月 当社理事アクセス事業本部アクセス

事業部長兼同本部同事業部第一アク

セス部長兼同本部企画営業部積算担

当部長

平成17年６月 当社取締役アクセス事業本部長兼同

本部アクセス事業部長兼統括営業本

部副本部長

平成17年７月 当社取締役アクセス事業本部長兼同

本部アクセス事業部長

平成18年７月 当社取締役アクセス事業本部長(現

任)

取締役

メディアネッ
トワーキング
事業本部長兼
同本部ネット
ワーク事業部
長兼同本部メ
ンテナンス事
業部長

仁　敷　吉　則 昭和23年３月１日生

平成12年７月

平成14年４月

平成14年６月

平成15年４月

平成15年７月

平成16年３月

平成16年４月

平成16年７月

平成16年10月

平成18年７月

平成19年６月

西日本電信電話株式会社名古屋支店

中央ビジネスユーザ営業部長

当社入社ネットワークインフラ事業

本部企画営業部営業担当部長

当社関西支店長兼ネットワークイン

フラ事業本部企画営業部営業担当部

長兼同本部同部Bフレッツ推進室企

画営業担当課長

当社ネットワーク事業本部長兼同本

部ネットワーク事業部長兼統括営業

本部副本部長

当社ネットワーク事業本部長兼統括

営業本部副本部長

当社ネットワーク事業本部長兼同本

部企画部長兼同本部ユーザーシステ

ム部長兼統括営業本部副本部長

当社メディアネットワーキング事業

本部副本部長兼同本部企画部長兼同

本部ネットワーク事業部長兼同本部

ユーザーシステム事業部長

当社理事メディアネットワーキング

事業本部副本部長兼同本部企画部長

兼同本部ネットワーク事業部長兼同

本部ユーザーシステム事業部長

当社理事メディアネットワーキング

事業本部副本部長兼同本部企画部長

兼同本部ネットワーク事業部長兼同

本部メンテナンス事業部長

当社理事メディアネットワーキング

事業本部副本部長兼同本部ネット

ワーク事業部長兼同本部メンテナン

ス事業部長

当社取締役メディアネットワーキン

グ事業本部長兼同本部ネットワーク

事業部長兼同本部メンテナンス事業

部長(現任)

注2 9
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役

アクセス事業
本部岐阜支店
長兼ICT事業本
部岐阜営業本
部長

後　藤　純　一 昭和24年１月12日生

平成14年５月

平成16年４月

平成16年６月

平成17年７月

平成19年６月

株式会社NTTネオメイト名古屋設備

ビジネス本部MIサービス部長

当社入社アクセス事業本部岐阜支店

担当部長

当社アクセス事業本部岐阜支店長兼

統括営業本部岐阜支店営業本部長

当社理事アクセス事業本部岐阜支店

長兼ICT事業本部岐阜営業本部長

当社取締役アクセス事業本部岐阜支

店長兼ICT事業本部岐阜営業本部長

(現任)

注2 7

取締役
アクセス事業
本部副本部長

松　野　義　恭 昭和24年１月18日生

昭和45年４月

平成２年10月

平成13年５月

平成14年５月

平成19年６月

平成20年５月

当社入社

株式会社中部通信岐阜(現株式会社

シーキューブ岐阜)へ出向

株式会社シーキューブ愛知へ出向

株式会社シーキューブ岐阜へ出向同

社代表取締役社長

当社取締役アクセス事業本部副本部

長(現任)

株式会社シーキューブ静岡代表取締

役社長(現任) 

注2 6

取締役

ICT事業本部副
本部長兼同本
部ICT技術本部
長

伊　藤　鋭　夫 昭和27年７月17日生

昭和50年４月

平成14年６月

平成14年10月

平成15年７月

平成16年１月

平成17年４月

平成17年７月

平成18年６月

平成18年７月

平成19年６月

当社入社

当社人事部長兼同部人事課長

当社人事部長

当社理事経営企画部長

当社理事経営企画部長兼事業開発部

担当部長

当社理事経営企画部長兼同部広報課

長兼事業開発部担当部長

当社理事経営企画部長兼ICT事業本

部ICT技術本部長兼事業開発部担当

部長

当社理事ICT事業本部ICT技術本部長

兼事業開発部担当部長

当社理事ICT事業本部ICT技術本部長

当社取締役ICT事業本部副本部長兼

同本部ICT技術本部長(現任)

注2 14

取締役
アクセス事業
本部本店長

水　野　元　良 昭和24年９月20日生

平成14年５月

 

平成17年７月

平成19年７月

平成20年６月

株式会社エヌ・ティ・ティネオメイ

ト名古屋取締役ITビジネス本部長

当社入社アクセス事業本部本店長

当社理事アクセス事業本部本店長

当社取締役アクセス事業本部本店長

（現任）

注3 3
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 － 菊　本　純　次 昭和18年12月17日生

平成７年３月 日本電信電話株式会社三重支店副支

店長兼企画部長

注5 31

平成10年４月 当社入社経営企画室次長

平成10年７月 当社ISO推進室長兼経営企画室次長

平成11年６月 当社理事ネットワークインフラ事業

本部第一企画営業部長兼同本部同部

販売担当部長

平成12年12月 当社理事ネットワークインフラ事業

本部副本部長兼同本部第一企画営業

部長兼同本部同部販売担当部長

平成13年６月 当社取締役ネットワークインフラ事

業本部副本部長兼同本部第一企画営

業部長兼同本部同部販売担当部長兼

同本部アクセス事業部企画部長

平成14年４月 当社取締役ネットワークインフラ事

業本部副本部長兼同本部企画営業部

長兼同本部同部販売担当部長兼同本

部アクセス事業部企画部長

平成14年６月 当社取締役ネットワークインフラ事

業本部副本部長兼同本部企画営業部

長兼同本部同部販売担当部長兼同本

部同部Bフレッツ推進室長兼同本部

アクセス事業部企画部長

平成15年４月 当社取締役アクセス事業本部三重支

店長兼統括営業本部三重支店営業本

部長

平成16年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 － 川　内　　　武 昭和14年４月21日生

平成12年６月 日本情報通信コンサルティング株式

会社取締役
注4 2

平成17年６月 同社代表取締役会長(現任)

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役 － 吉　川　和　夫 昭和16年４月30日生

平成14年６月 ドコモエンジニアリング東海株式会

社代表取締役社長
注4 1

平成18年６月 同社相談役

平成19年６月 当社監査役(現任)

監査役 － 西　垣　　　誠 昭和35年８月26日生

平成15年10月 弁護士登録（愛知県弁護士会）

注5 －入谷法律事務所入所

平成20年６月 当社監査役（現任）

計 345

(注) １　監査役川内　武、吉川　和夫及び西垣　誠は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。

２　取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までである。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までである。

４　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までである。

５　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までである。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、「株主をはじめとする企業を取り巻くス

テークホルダーに対する企業価値の増大」を図るため、経営管理機構の充実が重要な経営課題であると認

識している。

当社は、従来より経営環境の変化への対応と、取締役による迅速な意思決定を目指すとともに、取締役相

互の業務執行の監視の徹底を図っているが、コンプライアンスを重視した内部監査機能の更なる強化に向

け取組んでいる。なお、経営企画部を中心とした投資家へのＩＲ活動を積極的に行い、会社情報の速やかな

開示に努めている。

コンプライアンス体制については、社長を委員長とし、各事業本部長等から構成されるコンプライアンス

委員会及び総務部内に設置したコンプライアンス統括室を中心に、企業倫理及び遵法精神に基づく企業行

動の徹底を図っている。また、顧問弁護士より必要に応じてアドバイスを受け、コーポレートガバナンスの

充実に努めている。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

①　会社の機関の基本説明

当社は監査役会設置会社であり、役員構成は平成20年６月27日現在取締役13名、監査役４名（うち社

外監査役３名）である。

取締役会については、全取締役並びに全監査役が構成メンバーで、原則として月１回開催し、法定事

項並びに経営に関する事項、株式に関する事項、株主に関する事項、決算に関する事項、役員に関する事

項、人事・組織に関する事項、資産に関する事項、その他重要な事項で取締役会規程に定めた事項を審

議決定する。当事業年度において取締役会は15回開催している。

監査役４名(うち社外監査役３名)は毎月の取締役会に出席し、取締役の職務執行を監査している。ま

た原則として取締役会開催日及び必要に応じて監査役会を開催し、担当の監査業務に関し報告し、絶え

ず監査に関する情報を交換し、監査業務を遂行している。当事業年度において監査役会は13回開催して

いる。

　内部監査機関としての監査室（担当者１名）は、監査役と連携をとって業務監査を実施し、全社業務

の適正化を図っている。

　また、内部統制システムの更なる強化を図るため、平成19年４月に内部統制室を設置するとともに、財

務報告に係る内部統制方針を定め、内部統制の整備及び運用に努めている。

経営会議は全取締役、常勤監査役、各事業本部長、一般管理部門長並びに各支店長が出席し、毎月の経

営状況及び経営成績の達成のための課題と対策等について審議し、経営方針や業務方針、日常業務全般

についての方針徹底と経営計画の達成のため、一体となり取組む機関としており、当事業年度において

は12回開催している。
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②　会社の機関・内部統制の関係
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(2) 会計監査の状況

当社は、あずさ監査法人と会社法及び金融商品取引法会計監査について監査契約を締結している。同監

査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はない。ま

た、同監査法人は自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのな

いよう措置をとっている。

　当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務にかかる補助者の構成は以下のとおりである。

なお、当社の監査業務を執行した公認会計士に継続監査年数が７年を超える者はいない。

・業務を執行した公認会計士の氏名(指定社員)

公認会計士　小林　正明、公認会計士　井上　嗣平

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士５名、会計士補等10名

　　　（注）継続監査年数が７年以内のため年数の記載を省略している。

　

(3) 社外監査役との関係

当社は、社外監査役を３名選任しているが、人的関係、資本的関係その他の利害関係はない。

　なお、当社は平成20年６月27日定時株主総会終結の時をもって社外監査役である岩越稔が任期満了によ

り退任し、新たに社外監査役として西垣誠が選任された。

　

(4) 役員報酬の内容

　当社が当事業年度に取締役及び監査役に支払った報酬等は以下のとおりである。

取締役　15名　135百万円(社外取締役はいない)

監査役　５名　 24百万円(うち社外監査役４名　13百万円)

(注) １　使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含んでいない。

２　当期中の退任取締役及び退任監査役の報酬を含んでいる。

３　取締役の報酬等の額には当事業年度に係る取締役賞与60百万円を含んでいる。

　

(5) 業績連動報酬の算定方法

当社は、取締役に対して、以下の算定方法に基づく業績連動報酬を支給している。

〔算定方法〕

業績連動報酬総額は、連結経常利益額に下表の支給率を乗じて算出（百万円未満切捨て）し、その上

限額は60百万円とする。

連結経常利益額
支給率
（％）

報酬額（百万円）

最小 最大

10億円以下 ― ― ―

10億円超 ～ 15億円以下 1.5 15 ～ 22

15億円超 ～ 20億円以下 1.8 27 ～ 36

20億円超 ～ 25億円以下 2.1 42 ～ 52

25億円超 ～ 2.4 60
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(6) 監査報酬の内容

当社及び連結子会社の監査報酬の内容は次のとおりである。

①公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23百万円

②上記以外の報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0百万円

　　（注）公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務（非監査業務）として、財務報告に係る内部統制の評価

を行うことに対するアドバイザリー・サービスを委嘱しており、その対価を支払っている。

　

(7) 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めている。

　

(8) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上に

あたる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めている。

　

(9) 自己株式取得の決定機関

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実行を可能とするため、自己の株式の取得に

ついて、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することがで

きる旨を定款に定めている。

　

(10) 取締役の責任免除

当社は、取締役が期待される役割を十分に発揮することができるよう、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度

において、取締役会の決議によって免除することが出来る旨を定款に定めている。

　

(11) 監査役の責任免除

当社は、監査役が期待される役割を十分に発揮することができるよう、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度

において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めている。

　

(12) 剰余金の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を重視し、安定的配当の継続実施のため、取締役会決議によって、毎

年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、中間配当を

することができる旨を定款に定めている。

　

(13) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上にあたる株式を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨のを定款に定めている。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省

令第14号)に準じて記載している。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成している。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)第２条に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令

第14号)により作成している。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則及び建設

業法施行規則に基づき、当事業年度(平成19年４日１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表

等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月

31日まで）及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表

については、みすず監査法人、公認会計士舟橋弘氏及び公認会計士林成憲氏により監査を受け、また金融商

品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表につい

ては、あずさ監査法人により監査を受けている。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代している。

　前連結会計年度の連結財務諸表及び前事業年度の財務諸表

　　　みすず監査法人、公認会計士　舟橋　弘氏、公認会計士　林　成憲氏

　当連結会計年度の連結財務諸表及び当事業年度の財務諸表

　　　あずさ監査法人
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金預金 7,030 4,732

　　　受取手形・
　　　完成工事未収入金等

※４ 11,284 14,335

　　　未成工事支出金 2,738 3,117

　　　その他たな卸資産 557 748

　　　繰延税金資産 237 244

　　　その他 431 538

　　　貸倒引当金 △13 △ 16

　　　流動資産合計 22,26757.5 23,69959.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　　　建物・構築物 3,505 3,324

　　　　機械・運搬具
　　　　・工具器具備品

2,241 1,921

　　　　土地 ※２ 5,710 6,287

　　　　建設仮勘定 25 202

　　　　有形固定資産合計 11,48429.7 11,73529.6

　２　無形固定資産 218 0.6 161 0.4

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 3,498 2,498

　　　　繰延税金資産 646 921

　　　　その他 610 612

　　　　貸倒引当金 △18 △18

　　　　投資その他の資産合計 4,73712.2 4,01410.2

　　　固定資産合計 16,43942.5 15,91240.2

　　　資産合計 38,707100.0 39,612100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形・工事未払金等 ※４ 6,204 6,064

　　　短期借入金 1,033 2,108

　　　一年内返済予定
　　　長期借入金

721 309

　　　未払法人税等 766 443

　　　未成工事受入金 275 338

　　　賞与引当金 455 485

　　　役員賞与引当金 133 74

　　　工事損失引当金 3 97

　　　その他 1,887 2,231

　　　流動負債合計 11,48129.7 12,15330.7

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 1,177 1,218

　　　繰延税金負債 20 7

　　　再評価に係る
　　　繰延税金負債

576 559

　　　退職給付引当金 1,790 1,499

　　　役員退職引当金 366 267

　　　長期未払金 － 151

　　　その他 14 3

　　　固定負債合計 3,94510.2 3,7069.3

　　　負債合計 15,42739.9 15,85940.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　　　資本金 4,10410.6 4,10410.4

　　　資本剰余金 3,8019.8 3,8019.6

　　　利益剰余金 15,89841.1 17,04843.0

　　　自己株式 △131△0.3 △132△0.3

　　　株主資本合計 23,67361.2 24,82362.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

866 2.2 211 0.5

　　　土地再評価差額金 ※２ △1,712△4.4 △1,737△4.4

　　　評価・換算差額等合計 △846△2.2 △1,525△3.9

Ⅲ　少数株主持分 452 1.1 455 1.2

　　　純資産合計 23,27960.1 23,75260.0

　　　負債純資産合計 38,707100.0 39,612100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　完成工事高 38,404 40,480

　　　商品売上高 12,647 51,052100.0 12,381 52,861100.0

Ⅱ　売上原価

　　　完成工事原価 ※２ 34,820 36,182

　　　商品売上原価 10,212 45,03288.2 9,834 46,01687.1

　　　売上総利益

　　　　完成工事総利益 3,583 4,298

　　　　商品売上総利益 2,435 6,01911.8 2,546 6,84512.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 4,0017.8 4,3158.1

　　  営業利益 2,0174.0 2,5294.8

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息配当金 46 53

　　　受取保険金 － 63

　　　負ののれん償却額 14 0

　　　その他 121 182 0.3 100 218 0.4

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 37 40

　　　その他 18 56 0.1 17 57 0.1

　　　経常利益 2,1434.2 2,6905.1

Ⅵ　特別利益

　　　前期損益修正益 ※３ 22 18

　　　固定資産売却益 ※４ 1 16

　　　投資有価証券売却益 182 3

　　　役員退職引当金取崩益 － 17

　　　その他 5 212 0.4 5 59 0.1

Ⅶ　特別損失

　　　前期損益修正損 ※５ 36 12

　　　固定資産除売却損 ※６ 67 49

　　　過年度役員退職引当金
　　　繰入額

－ 94

　　　その他 9 113 0.2 18 175 0.3

　　　税金等調整前当期純利益 2,2424.4 2,5744.9

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

1,098 973

　　　法人税等追徴税額 － 74

　　　法人税等調整額 △86 1,0122.0 121 1,1692.3

　　　少数株主利益 14 0.0 9 0.0

　　　当期純利益 1,2152.4 1,3952.6
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 15,096 △131 22,871

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △269 △269

　利益処分による役員賞与 △143 △143

　当期純利益 1,215 1,215

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 0 0 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ 0 802 △0 801

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 15,898 △131 23,673

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,127 △1,136 △9 463 23,325

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △269

　利益処分による役員賞与 △143

　当期純利益 1,215

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△261 △576 △837 △10 △847

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△261 △576 △837 △10 △45

平成19年３月31日残高(百万円) 866 △1,712 △846 452 23,279
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 15,898 △131 23,673

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △269 △269

　当期純利益 1,395 1,395

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 0 0 0

　土地再評価差額金取崩額 24 24

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ 0 1,150 △0 1,149

平成20年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 17,048 △132 24,823

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 866 △1,712 △846 452 23,279

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △269

　当期純利益 1,395

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 0

　土地再評価差額金取崩額 24

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△654 △24 △679 2 △676

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△654 △24 △679 2 472

平成20年３月31日残高(百万円) 211 △1,737 △1,525 455 23,752
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 2,242 2,574

　　　減価償却費及び償却費 1,231 1,309

　　　役員賞与引当金の増減額（△減少） 133 △58

　　　工事損失引当金の増減額（△減少） － 93

　　　退職給付引当金の増減額（△減少） 149 △290

　　　受取利息及び受取配当金 △46 △53

　　　支払利息 37 40

　　　投資有価証券売却益 △182 △3

　　　売上債権の増減額（△増加） 754 △3,034

　　　たな卸資産の増減額（△増加） △587 △569

　　　仕入債務の増減額（△減少） 662 △154

　　　その他債務の増減額（△減少） － 419

　　　その他 364 105

　　　　小計 4,758 379

　　　利息及び配当金の受取額 46 53

　　　利息の支払額 △37 △40

　　　法人税等の支払額 △753 △1,366

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 4,014 △973

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の預入による支出 △53 △20

　　　定期預金の払戻による収入 20 21

　　　有形固定資産の取得による支出 △1,560 △1,718

　　　有形固定資産の売却による収入 18 112

　　　投資有価証券の取得による支出 △126 △105

　　　投資有価証券の売却による収入 186 14

　　　新規連結子会社株式の取得による支出　　　 ※２ － △45

　　　その他 △22 △11

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,538 △1,752

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減額（△減少） △413 1,072

　　　長期借入金による収入 1,050 350

　　　長期借入金の返済による支出 △1,130 △721

　　　自己株式の取得による支出 △0 0

　　　配当金の支払額 △269 △269

　　　その他 △1 △1

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △765 429

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△減少） 1,711 △2,296

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 5,286 6,997

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,997 4,701
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　15社
　子会社は全て連結している。
　連結子会社名は、「第１　企業の概況　
４　関係会社の状況」に記載している
ため省略している。
　なお、㈱シーキューブモバイルテック
は当連結会計年度に親会社に吸収合併
し、子会社でなくなった。

連結子会社の数　　　16社
　子会社は全て連結している。
　連結子会社名は、「第１　企業の概況　
４　関係会社の状況」に記載している
ため省略している。
　なお、㈱フィット・クリエイトの株式
を取得し、同社を連結対象子会社とし
た。

２　持分法の適用に関する事

項

　すべての関連会社(１社)に対する投
資について、持分法を適用している。

同左

　持分法適用会社数及び会社名
　　関連会社１社
　　三愛建設㈱

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結財務諸表提出会社に同じ。
 

同左

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①　有価証券

　　　　満期保有目的の債券

　　　　　償却原価法

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算
定している。)

　①　有価証券

　　　　満期保有目的の債券

　　　　　　　 同左

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの
同左

　　　　　

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　時価のないもの

同左

　②　たな卸資産

　　　　未成工事支出金

　　　　　個別法による原価法

　　　　商品

　　　　　移動平均法による原価法

　　　　材料貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　②　たな卸資産

　　　　未成工事支出金

同左

　　　　商品

同左

　　　　材料貯蔵品

同左

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

　①　有形固定資産
定率法(ただし、親会社の本店建
物、構築物並びに機械装置(建物に
附帯する立体駐車場)、連結子会社
のうち２社の建物及び平成10年４
月１日以降に取得した建物(建物
附属設備を除く)については定額
法)。なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっている。

　①　有形固定資産
同左

　　（会計方針の変更）　　　
　　　法人税法の改正に伴い、当連結会計
年度より、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産につい
て、改正後の法人税法に基づく減
価償却の方法に変更している。
　これにより、従来の方法によった
場合に比べ、営業利益、経常利益及
び税金等調整前当期純利益は、そ
れぞれ56百万円減少している。
　なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載している。

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

　　（追加情報）
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　　　法人税法の改正に伴い、当連結会計
年度より、平成19年３月31日以前
に取得した有形固定資産について
は、改正前の法人税法に基づく減
価償却の方法の適用により、取得
価額の５％に到達した連結会計年
度の翌連結会計年度より、取得価
額の５％相当額と備忘価額との差
額を５年間にわたり均等償却し、
減価償却費に含めて計上してい
る。
　これにより、従来の方法によった
場合に比べ、営業利益、経常利益及
び税金等調整前当期純利益は、そ
れぞれ25百万円減少している。
　なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載している。

　②　無形固定資産
　　　定額法（ただし、ソフトウェア(自
社利用分)については、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づく定
額法）

　②　無形固定資産
同左

(3) 重要な引当金の計上基準　①　貸倒引当金
　　　債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上
している。

　①　貸倒引当金
同左

　②　賞与引当金
　　　従業員の賞与に充てるため、支給見
込額に基づいて計上している。

　②　賞与引当金
同左

　③　役員賞与引当金
　　　当社及び一部の連結子会社は、役員
に対して支給する賞与の支出に充
てるため、支給見込額に基づき計
上している。

　③　役員賞与引当金
　　　一部の連結子会社は、役員に対して
支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき計上して
いる。

　④　工事損失引当金
　　　受注工事に係る将来の損失に備え
るため、当連結会計年度末手持工
事のうち損失の発生が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積も
ることができる工事について、損
失見込額を計上している。

　④　工事損失引当金

同左
　　　

　⑤　退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づ
き当連結会計年度末に発生してい
ると認められる額を計上してい
る。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間内の一定の
年数(10年)による定額法により按
分した額を費用処理している。

　　　数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間内の一
定の年数(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理してい
る。

　⑤　退職給付引当金

同左
　　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)
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　⑥　役員退職引当金
　　　役員の退職金の支給に備えるため、
会社内規に基づき、連結会計年度
末要支給額を計上している。

　　　ただし、連結子会社の一部は、現金
主義による会計処理を採用してい
るため、同勘定の設定を行ってい
ない。

　⑥　役員退職引当金
　　　連結子会社において役員の退職金
の支給に備えるため、会社内規に
基づき連結会計年度末要支給額を
計上している。

　　（会計方針の変更）
　　　役員の退職金の支給について、従
来、連結子会社の一部については、
支給時に費用処理していたが、当
連結会計年度より、内規に基づく
連結会計年度末要支給額を引当計
上する方法に変更した。

　　　この変更は、「租税特別措置法上の
準備金及び特別法上の引当金又は
準備金並びに役員退職慰労引当金
等に関する監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会監査・保証実務
委員会報告第42号　平成19年４月
13日）の公表を踏まえ、当該連結
子会社の役員退職慰労金の内規を
見直し、整備したことにより、支給
見込額が合理的に算定でき、かつ、
支給実績があることを鑑み行った
ものである。
　これにより、従来の方法によった
場合に比べ、営業利益、経常利益が
６百万円、税金等調整前当期純利
益が101百万円減少している。

　　　なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載している。

　　（追加情報）
　　　当社は、平成19年６月28日開催の定
時株主総会において、役員退職慰
労金制度を廃止し、廃止時の要支
給額を取締役、監査役のいずれを
も退任する時に支給することとし
た。これにより、廃止時における役
員退職引当金相当額151百万円を
固定負債の「長期未払金」に振替
えている。

(4) 重要なリース取引の処理

方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。

同左

 

(5) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

　①　完成工事高の計上基準
　　　完成工事高の計上は、工事完成基準
を採用しているが、長期大型(工期
１年以上かつ請負金額２億円以
上)の工事については、工事進行基
準によっている。

　　　なお、工事進行基準による当連結会
計年度の完成工事高はない。

　①　完成工事高の計上基準

同左

　②　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方法によっている。

　②　消費税等の会計処理
同左

　③　連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用している。

　③　連結納税制度の適用

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債は全面時

価評価法によっている。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんは、原則として５年間で均等償

却している。

同左

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)
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７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金は、手許現金、要求払預金及び
取得日から３ヶ月以内に満期日の到来
する流動性の高い容易に換金可能であ
り、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない短期的な投資としてい
る。

同左
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会計処理の変更

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第４号）を適用している。

　これに伴い、従来の方法によった場合と比較して、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は133百万円

減少している。

　

――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。

これによる損益に与える影響はない。

これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は

22,826百万円である。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成している。

　　　　　　　　　――――――

　　
表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結損益計算書)

　前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度より「負のの

れん償却額」として表示している。

　前連結会計年度において区分掲記されていた特別利益

の「償却債権取立益」（当連結会計年度２百万円）につ

いては、特別利益の総額の100分の10以下となったため、

当連結会計年度より「その他」に含めて表示している。

(連結損益計算書)

　「受取保険金」は、前連結会計年度は営業外収益の「そ

の他」に含めて表示していたが、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記している。 

　なお、前連結会計年度の「受取保険金」の金額は17百万

円である。

─────── (連結キャッシュ・フロー計算書)

　営業活動によるキャッシュ・フローの「工事損失引当

金の増減額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて

表示していたが、金額的重要性が増したため区分掲記し

ている。

　なお、前連結会計年度の「工事損失引当金の増減額」の

金額は３百万円である。

　営業活動によるキャッシュ・フローの「その他債務の

増減額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示

していたが、金額的重要性が増したため区分掲記してい

る。

　なお、前連結会計年度の「その他債務の増減額」の金額

は284百万円である。

　

注記事項

(連結貸借対照表関係)
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 9,431百万円※１ 有形固定資産の減価償却累計額 9,900百万円

※２　「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)」及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律(平成13年３月31日公

布法律第19号)」に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上している。

　　　再評価の方法

　　　    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め

る、地価税法に規定する地価税の課税価格の計

算の基礎となる土地の価額を算定するために

国税庁長官が定めて公表した方法により算出

した価額に合理的な調整を行って算定する方

法

　　　再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

1,023万円

※２　「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)」及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律(平成13年３月31日公

布法律第19号)」に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上している。

　　　再評価の方法

　　　　  土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める、

地価税法に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算出し

た価額に合理的な調整を行って算定する方法

　　　再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

989百万円

　３　  運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行　４

行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結している。

　　　  当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次の

とおりである。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額

2,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 2,000百万円

　３　  運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行　４

行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結している。

　　　  当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次の

とおりである。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額

2,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 2,000百万円

※４　  期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理している。

  なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に

含まれている。

　受取手形 22百万円

　支払手形 5百万円

※４　

――――――
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

従業員給料手当 1,777百万円

賞与引当金繰入額 94百万円

役員賞与引当金繰入額 133百万円

退職給付費用 178百万円

役員退職引当金繰入額 64百万円

法定福利及び厚生費 390百万円

減価償却費 129百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

役員報酬 439百万円

従業員給料手当 1,992百万円

賞与引当金繰入額 104百万円

役員賞与引当金繰入額 74百万円

退職給付費用 125百万円

役員退職引当金繰入額 54百万円

法定福利及び厚生費 440百万円

減価償却費 119百万円

※２　研究開発費

　　　一般管理費及び当期発生原価に含まれる研究開発費

は、168百万円である。

※２　研究開発費

　　　一般管理費及び当期発生原価に含まれる研究開発費

は、58百万円である。

※３　前期損益修正益の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 2百万円

　前期完成工事原価等の修正 20百万円

　計 22百万円

※３　前期損益修正益の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 4百万円

　前期完成工事原価等の修正 13百万円

　計 18百万円

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

　機械・運搬具
　工具器具備品売却益

1百万円

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

　機械・運搬具
　工具器具備品売却益

16百万円

※５　前期損益修正損の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 19百万円

　前期完成工事原価等の修正 17百万円

　計 36百万円

※５　前期損益修正損の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 2百万円

　前期完成工事原価等の修正 10百万円

　計 12百万円

※６　固定資産除売却損の内訳は次のとおりである。

　建物・構築物除却損 49百万円

　機械・運搬具・
　工具器具備品除却損

6百万円

　機械・運搬具・
　工具器具備品売却損

12百万円

　計 67百万円

※６　固定資産除売却損の内訳は次のとおりである。

　土地売却損 0百万円

　建物・構築物除却損

　建物・構築物売却損

2百万円

14百万円

　機械・運搬具・
　工具器具備品除却損

14百万円

　機械・運搬具・
　工具器具備品売却損

18百万円

　計 49百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 27,644,699 － － 27,644,699

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 697,720 1,046 147 698,619

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　1,046株

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　147株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 161 6.00平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月17日
取締役会

普通株式 107 4.00平成18年９月30日 平成18年12月５日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 161 6.00平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 27,644,699 － － 27,644,699

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 698,619 1,561 48 700,132

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　1,561株

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　 48株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 161 6.00平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月20日
取締役会

普通株式 107 4.00平成19年９月30日 平成19年12月５日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 188 7.00平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照　　表

に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 7,030百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

 △32百万円

現金及び現金同等物 6,997百万円

現金預金 4,732百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△31百万円

現金及び現金同等物 4,701百万円

※２　　　　　　　　─────── ※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　　　株式の取得により、連結子会社となった㈱フィット・ク

リエイトを連結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による支出

（純額）の金額との関係は次のとおりである。

流動資産 22百万円
固定資産 26百万円
のれん 21百万円
流動負債 △22百万円

新規連結子会社株式の取得
価額

48百万円

新規連結子会社の現金及び
現金同等物

2百万円

新規連結子会社株式の取得
による支出

45百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引

１　借手側 １　借手側

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械・
運搬具

57 18 39

工具器具
備品

135 65 70

合計 193 83 109

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械・
運搬具

57 27 30

工具器具
備品

122 61 61

合計 180 88 91

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 43百万円

１年超 73百万円

合計 116百万円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 40百万円

１年超 56百万円

合計 97百万円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 54百万円

　減価償却費相当額 48百万円

　支払利息相当額 4百万円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 65百万円

　減価償却費相当額 60百万円

　支払利息相当額 3百万円

　(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　　リース期間を耐用年数として残存価額を零とする

定額法によっている。

　　　　利息相当額の算定方法

　　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。

　(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　　　利息相当額の算定方法

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

２　貸手側 ２　貸手側

　(1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減

価償却累計額及び期末残高

　(1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減

価償却累計額及び期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

建物・
構築物

10 7 3

機械・
運搬具

227 174 53

工具器具
備品

218 141 76

合計 456 323 133

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

建物・
構築物

18 8 10

機械・
運搬具

224 172 51

工具器具
備品

281 205 76

合計 524 385 138

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 90百万円

１年超 200百万円

合計 290百万円

　　　　  なお、未経過リース料期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が営業債権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子込み法により算定

している。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 96百万円

１年超 167百万円

合計 263百万円

　　　　  なお、未経過リース料期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が営業債権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子込み法により算定

している。

　(3) 受取リース料及び減価償却費

　受取リース料 94百万円

　減価償却費 62百万円

　(3) 受取リース料及び減価償却費

　受取リース料 97百万円

　減価償却費 66百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価 差額

(百万円) (百万円) (百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超
えないもの

 　　国債 49 49 △0

合計 49 49 △0

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

１　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　(1) 株式 1,529 2,958 1,428

　(2) その他 38 69 30

　　小計 1,568 3,027 1,459

２　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　(1) 株式 317 303 △14

　(2) その他 － － －

　　小計 317 303 △14

合計 1,885 3,330 1,444

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額 186百万円

売却益の合計額 182百万円

４　時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式等 118百万円

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　債券

　　国債 － 50 － －

　　社債 － 1 － －

　その他 － 45 － －

合計 － 96 － －
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価 差額

(百万円) (百万円) (百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超
えるもの

　　国債 49 50 0

合計 49 50 0

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

１　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　(1) 株式 654 1,297 643

　(2) その他 25 36 10

　　小計 680 1,333 653

２　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　(1) 株式 1,288 995 △293

　(2) その他 12 11 △1

　　小計 1,301 1,006 △295

合計 1,982 2,340 358

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額 14百万円

売却益の合計額 3百万円

売却損の合計額 0百万円

４　時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式等 108百万円

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　債券

　　国債 － 50 － －

　　社債 － 1 － －

　その他 － 31 － －

合計 － 82 － －
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度

デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。

　

当連結会計年度

デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。

　

EDINET提出書類

シーキューブ株式会社(E00191)

有価証券報告書

55/98



(退職給付関係)

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付会計制度の概要

　　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職

一時金制度及び確定拠出年金制度を設けている。ま

た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合がある。なお、一部の子会社では、退職一時金制度

あるいは確定給付型の退職金共済制度に加入してい

る。また提出会社において退職給付信託を設定して

いる。

　　　当連結会計年度末現在において、当社及び連結子会社

で退職一時金制度については12社が有しており、ま

た確定拠出年金制度は10社、退職金共済制度には２

社が加入している。

１　採用している退職給付会計制度の概要

　　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職

一時金制度及び確定拠出年金制度を設けている。ま

た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合がある。なお、一部の子会社では、退職一時金制度

あるいは確定給付型の退職金共済制度に加入してい

る。また提出会社において退職給付信託を設定して

いる。

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日現在)

退職給付債務 △4,567百万円

退職給付信託 779百万円

未積立退職給付債務 △3,787百万円

未認識過去勤務債務 1,511百万円

未認識数理計算上の差異 485百万円

連結貸借対照表計上額純額 △1,790百万円

退職給付引当金 △1,790百万円

　　(注)　㈱フューチャーインを除く子会社は、退職給付

債務の算定にあたり、簡便法を採用してい

る。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日現在)

退職給付債務 △4,051百万円

退職給付信託 531百万円

未積立退職給付債務 △3,519百万円

未認識過去勤務債務 1,269百万円

未認識数理計算上の差異 750百万円

連結貸借対照表計上額純額 △1,499百万円

退職給付引当金 △1,499百万円

　　(注)　㈱フューチャーインを除く子会社は、退職給付

債務の算定にあたり、簡便法を採用してい

る。

３　退職給付費用に関する事項

　　(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

勤務費用(注)１ 216百万円

利息費用 73百万円

期待運用収益 △4百万円

数理計算上の差異の費用処理額 66百万円

過去勤務債務の費用処理額 241百万円

退職給付費用 593百万円

その他(注)２ 269百万円

　計 862百万円
　
　　(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は「勤務費用」に計上している。

　　　　 ２　「その他」は、確定拠出年金への掛金支払額で

ある。

３　退職給付費用に関する事項

　　(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

勤務費用(注)１ 200百万円

利息費用 71百万円

期待運用収益 △14百万円

数理計算上の差異の費用処理額 64百万円

過去勤務債務の費用処理額 241百万円

退職給付費用 564百万円

その他(注)２ 260百万円

　計 824百万円
　
　　(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は「勤務費用」に計上している。

　　　　 ２　「その他」は、確定拠出年金への掛金支払額で

ある。

４　退職給付債務等の基礎に関する事項

退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準によっている。

割引率 1.6％～1.7％

期待運用収益率 0.58％

数理計算上の差異
の処理年数
 

10年の定額法によっている。
(平均残存勤務期間は主として
15年)

過去勤務債務の
処理年数
 

10年の定額法によっている。
(平均残存勤務期間は主として
15年)

４　退職給付債務等の基礎に関する事項

退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準によっている。

割引率 　　1.6％～1.8％

期待運用収益率 　　1.9％

数理計算上の差異
の処理年数
 

10年の定額法によっている。
(平均残存勤務期間は主として
　15年)

過去勤務債務の
処理年数
　

10年の定額法によっている。
(平均残存勤務期間は主として
　15年)
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(ストック・オプション等関係)

該当事項なし。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　退職給付引当金 979百万円

　　減価償却費 266百万円

　　賞与引当金 190百万円

　　繰越欠損金 180百万円

　　役員退職引当金 150百万円

　　未払事業税 71百万円

　　資産の未実現利益 62百万円

　　有価証券評価損・減損 50百万円

　　減損損失 43百万円

　　ソフトウェア資産 41百万円

　　その他 176百万円

　繰延税金資産小計 2,214百万円

　　評価性引当額 △740百万円

　繰延税金資産合計 1,473百万円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 △567百万円

　　買換資産圧縮積立金 △24百万円

　　その他 △17百万円

　繰延税金負債合計 △609百万円

　繰延税金資産の純額 884百万円

　繰延税金負債の純額 △20百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　退職給付引当金 859百万円

　　減価償却費 279百万円

　　賞与引当金 198百万円

　　役員退職引当金 110百万円

　　資産の未実現利益 62百万円

　　繰越欠損金 55百万円

　　有価証券評価損・減損 50百万円

　　未払事業税 44百万円

　　減損損失 43百万円

　　ソフトウェア資産 39百万円

　　その他 309百万円

　繰延税金資産小計 2,054百万円

　　評価性引当額 △719百万円

　繰延税金資産合計 1,335百万円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 △136百万円

　　買換資産圧縮積立金 △24百万円

　　その他 △17百万円

　繰延税金負債合計 △178百万円

　繰延税金資産の純額 1,165百万円

　繰延税金負債の純額 △7百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率
　(調整)

40.6％

　交際費等永久に損金に算入されない項
目

3.6％

　受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△0.4％

　住民税均等割等 1.9％

　評価性引当額 △0.3％

　その他 △0.3％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担
率

45.1％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率
　(調整)

40.6％

　交際費等永久に損金に算入されない項
目

2.5％

　受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△0.4％

　住民税均等割等 1.6％

  追徴税額 2.9％

　評価性引当額 △0.6％

　その他 △1.2％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担
率

45.4％

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　
　 前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

通信建設
事業
(百万円)

情報サービス
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

38,404 12,647 51,052 － 51,052

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

424 382 806 (806) －

計 38,829 13,029 51,858 (806) 51,052

　　営業費用 36,907 12,983 49,891 (856) 49,034

　　営業利益 1,921 46 1,967 50 2,017

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 34,971 4,044 39,015 (308) 38,707

　　減価償却費 1,147 79 1,226 － 1,226

　　資本的支出 1,545 53 1,598 － 1,598

(注) １　事業区分の方法

事業区分の方法は、電気通信設備・電気設備及び土木に関する建設工事を主とする総合請負業並びにこれら

に関連する事業としての通信建設事業と、コンピュータ、ファックス及び電話機器等を販売する事業としての

情報サービス事業にセグメンテーションしている。

２　各事業区分に属する主要な内容

事業区分 売上区分 主要な内容

通信建設
事業

所外系
(ケーブル施設)工事

通信線布設用の地下管路、マンホール、洞道等の工事並びに通信
線の布設、接続、試験等

所内系
(ネットワーク設備)工事

デジタル設備、伝送・無線設備、データ通信設備、電力設備工事
並びにこれらに関連する工事

その他の工事
電力会社、その他民間企業等から受注する通信・電力設備等の
設計・施工・保守

情報サー
ビス事業

ＯＡ機器販売 コンピュータ及びその関連機器の販売

通信機器販売 ファックス・電話機器等の販売

その他 コンピュータ関連ソフトの販売等

３　配賦不能営業費用及び全社資産はない。

４　「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」を適用している。こ

の変更により、通信建設事業の営業費用が133百万円増加し、営業利益が同額減少している。
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　 当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

通信建設
事業
(百万円)

情報サービス
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

40,480 12,381 52,861 － 52,861

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

257 406 664 (664) －

計 40,738 12,787 53,526 (664) 52,861

　　営業費用 38,366 12,667 51,034 (702) 50,332

　　営業利益 2,371 120 2,492 37 2,529

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 35,318 4,929 40,247 (635) 39,612

　　減価償却費 1,227 76 1,304 － 1,304

　　資本的支出 1,592 47 1,640 － 1,640

(注) １　事業区分の方法

事業区分の方法は、電気通信設備・電気設備及び土木に関する建設工事を主とする総合請負業並びにこれら

に関連する事業としての通信建設事業と、コンピュータ、ファックス及び電話機器等を販売する事業としての

情報サービス事業にセグメンテーションしている。

２　各事業区分に属する主要な内容

事業区分 売上区分 主要な内容

通信建設
事業

所外系
(ケーブル施設)工事

通信線布設用の地下管路、マンホール、洞道等の工事並びに通信
線の布設、接続、試験等

所内系
(ネットワーク設備)工事

デジタル設備、伝送・無線設備、データ通信設備、電力設備工事
並びにこれらに関連する工事

その他の工事
電力会社、その他民間企業等から受注する通信・電力設備等の
設計・施工・保守

情報サー
ビス事業

ＯＡ機器販売 コンピュータ及びその関連機器の販売

通信機器販売 ファックス・電話機器等の販売

その他 コンピュータ関連ソフトの販売等

３　配賦不能営業費用及び全社資産はない。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の

減価償却方法　①有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。これに

より、従来の方法によった場合に比べ、通信建設事業においては54百万円の営業費用が増加、営業利益が同額

減少し、情報サービス事業においては、損益への影響は軽微である。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の

減価償却方法　①有形固定資産（追加情報）」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。これにより、従来の方法によった場合に比べ、通信建設

事業においては24百万円の営業費用が増加、営業利益が同額減少し、情報サービス事業においては、損益への

影響は軽微である。
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６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４会計処理基準に関する事項　(3)重要な引当金の計上基

準　⑥役員退職引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、役員の退職金の支給について、従来、連結子会社

の一部については、支給時に費用処理していたが、当連結会計年度より内規に基づく連結会計年度末要支給額

を引当計上する方法に変更した。これにより、従来の方法によった場合に比べ、情報サービス事業においては

６百万円の営業費用が増加、営業利益が同額減少し、通信建設事業においては、損益への影響は軽微である。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度とも在外連結子会社及び在外支店がないために開示を行って

いない。

　

【海外売上高】

前連結会計年度及び当連結会計年度とも海外売上高がないために開示を行っていない。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　該当事項なし。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 847.13円 864.64円

１株当たり当期純利益 45.10円 51.78円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－円 －円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

２　算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合
計額

23,279百万円 23,752百万円

普通株式に係る純資産額 22,826百万円 23,297百万円

差額の主な内訳
　少数株主持分 452百万円 455百万円

普通株式の発行済株式数 27,644千株 27,644千株

普通株式の自己株式数 698千株 700千株

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数

26,946千株 26,944千株

　

(2) １株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 1,215百万円 1,395百万円

普通株式に係る当期純利益 1,215百万円 1,395百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円

普通株式の期中平均株式数 26,946千株 26,945千株

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,033 2,108 1.3 －

１年内返済予定長期借入金 721 309 1.5 －

１年内返済予定リース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。）

1,177 1,218 2.1
平成21年4月30日

～
平成25年3月27日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

－ － － －

合計 2,932 3,635 － －

(注) １　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

ある。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 850 300 － 67

　

(2) 【その他】

特記事項なし。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金預金 2,025 321

　　　受取手形 ※４ 207 34

　　　完成工事未収入金 7,742 9,835

　　　売掛金 12 11

　　　商品 2 2

　　　未成工事支出金 2,350 2,673

　　　材料貯蔵品 195 174

　　　短期貸付金 ※１ 709 741

　　　前払費用 59 52

　　　繰延税金資産 134 128

　　　その他 196 244

　　　貸倒引当金 △3 △0

　　　流動資産合計 13,63248.6 14,21849.7

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　　建物 5,153 5,108

　　　　減価償却累計額 2,406 2,747 2,530 2,577

　　　　構築物 515 551

　　　　減価償却累計額 365 149 388 162

　　　　機械装置 214 214

　　　　減価償却累計額 162 51 175 38

　　　　工具器具・備品 883 765

　　　　減価償却累計額 768 114 677 88

　　　　土地 ※２ 4,922 5,386

　　　　建設仮勘定 25 192

　　　　有形固定資産計 8,01228.6 8,44629.5

　２　無形固定資産

　　　　電話加入権 35 35

　　　　その他 1 1

　　　　無形固定資産計 37 0.1 36 0.1
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 3,110 2,222

　　　　関係会社株式 1,254 1,255

　　　　関係会社長期貸付金 1,621 1,802

　　　　破産債権更生債権等 12 12

　　　　長期前払費用 14 23

　　　　繰延税金資産 269 502

　　　　その他 101 110

　　　　貸倒引当金 △32 △25

　　　　投資その他の資産計 6,35022.7 5,90320.7

　　　　固定資産合計 14,39951.4 14,38650.3

　　　　資産合計 28,031100.0 28,605100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　工事未払金 ※１ 4,279 4,038

　　　買掛金 13 11

　　　短期借入金 ※１ 3,672 5,238

　　　一年内返済予定
　　　長期借入金

510 300

　　　未払金 129 103

　　　未払費用 467 927

　　　未払法人税等 650 314

　　　未払消費税等 82 103

　　　未成工事受入金 141 118

　　　預り金 130 53

　　　賞与引当金 178 189

　　　役員賞与引当金 45 －

　　　工事損失引当金 3 －

　　　その他 0 1

　　　流動負債合計 10,30636.8 11,40139.9

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 1,150 1,000

　　　再評価に係る繰延税金負債 576 559

　　　退職給付引当金 932 606

　　　役員退職引当金 210 －

　　  長期未払金 － 151

　　  その他 － 2

　　　固定負債合計 2,86910.2 2,3198.1

　　　負債合計 13,17547.0 13,72048.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 4,10414.7 4,10414.3

　２　資本剰余金

　　(1)　資本準備金 3,795 3,795

　　(2)　その他資本剰余金 0 0

　　　　資本剰余金合計 3,79513.5 3,79513.3

　３　利益剰余金

　　(1)　利益準備金 441 441

　　(2)　その他利益剰余金

　　　　　建物等買換圧縮積立金 12 11

　　　　　別途積立金 6,573 7,073

　　　　　繰越利益剰余金 1,049 1,190

　　　　利益剰余金合計 8,07628.8 8,71630.5

　４　自己株式 △131△0.5 △132△0.5

　　　株主資本合計 15,84556.5 16,48557.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価差額金 723 2.6 137 0.5

　２　土地再評価差額金 ※２ △1,712△6.1 △1,737△6.1

　　　評価・換算差額等合計 △989△3.5 △1,600△5.6

　　　純資産合計 14,85653.0 14,88452.0

　　　負債純資産合計 28,031100.0 28,605100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　完成工事高 34,006 36,131

　　　商品売上高 105 34,112100.0 105 36,236100.0

Ⅱ　売上原価

　　　完成工事原価 ※1,4 32,082 33,694

　　　商品売上原価 96 32,17994.3 96 33,79193.3

　　　売上総利益

　　　完成工事総利益 1,924 2,436

　　　商品売上総利益 8 1,9335.7 8 2,4456.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※４

　　　役員報酬 88 160

　　　役員賞与引当金繰入額 45 －

　　　従業員給料手当 263 286

　　　賞与引当金繰入額 12 13

　　　退職給付費用 23 22

　　　役員退職引当金繰入額 32 8

　　　法定福利費 51 51

　　　福利厚生費 79 92

　　　修繕維持費 21 14

　　　事務用品費 16 14

　　　通信交通費 45 41

　　　動力用水光熱費 14 13

　　　調査研究費 12 12

　　　広告宣伝費 29 27

　　　交際費 7 7

　　　寄付金 0 0

　　　地代家賃 32 36

　　　減価償却費 62 60

　　　租税公課 65 86

　　　保険料 6 6

　　　支払手数料 89 77

　　　雑費 120 1,1223.3 126 1,1623.2

　　　営業利益 810 2.4 1,2833.5
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 30 32

　　　受取配当金 ※２ 129 167

　　　賃貸収入 ※２ 143 150

　　　その他 77 380 1.1 89 439 1.2

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 ※３ 43 56

　　　賃貸諸費用 100 99

　　　貸倒引当金繰入額 4 －

　　　その他 14 163 0.5 13 170 0.4

　　　経常利益 1,0283.0 1,5514.3

Ⅵ　特別利益

　　　前期損益修正益 ※５ 8 10

　　　貸倒引当金戻入益 3 10

　　　投資有価証券売却益 182 3

　　　抱合せ株式消滅差益 123 －

　　　その他 0 318 0.9 5 28 0.1

Ⅶ　特別損失

　　　前期損益修正損 ※６ 10 5

　　　固定資産除売却損 ※７ 54 24

　　　投資有価証券評価損 － 6

　　　その他 3 68 0.2 2 39 0.1

　　　税引前当期純利益 1,2783.7 1,5414.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

561 454

　　　法人税等追徴税額 － 61

　　　法人税等調整額 △79 482 1.4 141 656 1.9

　　　当期純利益 796 2.3 885 2.4
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(イ)完成工事原価報告書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

材料費 1,774 5.5 2,456 7.3

労務費 313 1.0 320 0.9

外注費 23,637 73.7 24,185 71.8

経費 6,356 19.8 6,732 20.0

(うち人件費) (4,224) (13.2) (4,485) ( 13.3)

計 32,082 100.0 33,694 100.0

(注)　当社の原価計算は個別原価計算により工事毎に原価を材料費、労務費、外注費及び経費の要素別に分類し、実際原

価をもって集計している。

なお、工事間接費は直接原価を配賦基準として当期完成工事原価及び期末未成工事支出金に配賦している。

　

(ロ)商品売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

商品期首たな卸高 4 2

当期商品仕入高 95 95

商品期末たな卸高 2 2

差引商品売上原価 96 96
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

事業年度中の変動額

　建物等買換圧縮積立金の取崩（注）

　建物等買換圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立（注）

　剰余金の配当（注）

　剰余金の配当

　役員賞与（注）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計建物等買換

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 441 14 6,373 761 7,589 △131 15,359

事業年度中の変動額

　建物等買換圧縮積立金の取崩（注） △0 0 － －

　建物等買換圧縮積立金の取崩 △0 0 － －

　別途積立金の積立（注） 200 △200 － －

　剰余金の配当（注） △161 △161 △161

　剰余金の配当 △107 △107 △107

　役員賞与（注） △40 △40 △40

　当期純利益 796 796 796

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － △1 200 288 486 △0 486

平成19年３月31日残高(百万円) 441 12 6,573 1,049 8,076 △131 15,845

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 949 △1,136 △187 15,172

事業年度中の変動額

　建物等買換圧縮積立金の取崩（注） －

　建物等買換圧縮積立金の取崩 －

　別途積立金の積立（注） －

　剰余金の配当（注） △161

　剰余金の配当 △107

　役員賞与（注） △40

　当期純利益 796

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△225 △576 △802 △802

事業年度中の変動額合計(百万円) △225 △576 △802 △315

平成19年３月31日残高(百万円) 723 △1,712 △989 14,856

 　（注）平成18年３月期の定時株主総会における利益処分項目である。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

事業年度中の変動額

　建物等買換圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　土地再評価差額金取崩額

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 0 0

平成20年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計建物等買換

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 441 12 6,573 1,049 8,076 △131 15,845

事業年度中の変動額

　建物等買換圧縮積立金の取崩 △0 0 － －

　別途積立金の積立 500 △500 － －

　剰余金の配当 △269 △269 △269

　当期純利益 885 885 885

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 0 0

　土地再評価差額金取崩額 24 24 24

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － △0 500 140 640 △0 639

平成20年３月31日残高(百万円) 441 11 7,073 1,190 8,716 △132 16,485

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 723 △1,712 △989 14,856

事業年度中の変動額

　建物等買換圧縮積立金の取崩 －

　別途積立金の積立 －

　剰余金の配当 △269

　当期純利益 885

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 0

　土地再評価差額金取崩額 24

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△586 △24 △611 △611

事業年度中の変動額合計(百万円) △586 △24 △611 28

平成20年３月31日残高(百万円) 137 △1,737 △1,600 14,884
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　  期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。)

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　　 同左

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品　　　　　　移動平均法による原価法

未成工事支出金　個別法による原価法

材料貯蔵品　　　先入先出法による原価

法

商品　　　　　　同左

未成工事支出金　同左

材料貯蔵品　　　同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

    　定率法(ただし、本店建物、構築物

並びに機械装置(建物に附帯する

立体駐車場)及び平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額法)

　　  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。

(1)　有形固定資産

同左

　（会計方針の変更）

  法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更している。

  これによる損益に与える影響は

軽微である。　

　（追加情報）

  法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により、取得

価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上している。

  これによる損益に与える影響は

軽微である。

(2) 無形固定資産

　　　定額法

　　  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっている。

(2)　無形固定資産

　　　　　 同左

　

　　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

している。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　  従業員の賞与に充てるため、支給

見込額に基づいて計上している。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

　　  役員に対して支給する賞与の支出

見込額に基づいて計上している。

───────

(4) 工事損失引当金

　　  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末手持工事の

うち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もること

ができる工事について、損失見込

額を計上している。

(3) 工事損失引当金

同左

(5) 退職給付引当金

　　  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

当事業年度末に発生していると認

められる額を計上している。

　　  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額法により

按分した額を費用処理している。

　　  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してい

る。

(4) 退職給付引当金

同左

(6) 役員退職引当金

　　  役員の退職金の支給に備えるた

め、会社内規に基づき、期末要支給

額を計上している。

(5) 役員退職引当金

───────

　（追加情報）

　当社は、平成19年６月28日開催の定

時株主総会において役員退職慰労金

制度を廃止し、廃止時の要支給額を取

締役、監査役のいずれをも退任する時

に支給することとした。

　これにより、廃止時における役員退

職引当金相当額151百万円を固定負債

の「長期未払金」に振替えている。

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　完成工事高の計上基準   完成工事高の計上は、工事完成基準

を採用しているが、長期大型(工期１年

以上かつ請負金額２億円以上)の工事

については、工事進行基準によってい

る。

  工事進行基準による当事業年度の完

成工事高はない。

同左
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６　リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

同左

７　消費税等の会計処理   消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方法によっている。

同左

８　連結納税制度の適用   連結納税制度を適用している。 同左

　
　　
会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号）を適用している。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益は45百万円減少して

いる。

───────

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用している。

これによる損益に与える影響はない。

これまでの「資本の部」に相当する金額は14,856百万

円である。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成している。

(企業結合に係る会計基準等)

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員

会　最終改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第

10号）を適用している。

───────
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

─────── （損益計算書）

「投資有価証券評価損」は、前事業年度は特別損失

の「その他」に含めて表示していたが、特別損失の総

額の100分の10を超えたため、区分掲記している。

　なお、前事業年度の「投資有価証券評価損」の金額は

２百万円である。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る注記

　　　  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

短期貸付金 709百万円

工事未払金 1,858百万円

短期借入金 2,922百万円

※１　関係会社に係る注記

　　　  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

短期貸付金 741百万円

工事未払金 1,964百万円

短期借入金 3,438百万円

※２　 「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)」及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律(平成13年３月31日公

布法律第19号)」に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上している。

　　　再評価の方法

　　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める、

地価税法に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算出し

た価額に合理的な調整を行って算定する方法

　　　再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

1,023百万円

※２　 「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)」及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律(平成13年３月31日公

布法律第19号)」に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上している。

　　　再評価の方法

　　　　 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める、

地価税法に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算出し

た価額に合理的な調整を行って算定する方法

　　　再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

989百万円

３　　  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結している。

　　　  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のと

おりである。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額

2,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 2,000百万円

３　　  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結している。

　　　  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のと

おりである。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額

2,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 2,000百万円

※４　 当事業年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理している。

  なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が、当事業年度末残高に含

まれている。

　受取手形 1百万円

※４　　　　　　　　───────
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る営業費用

 完成工事原価中の関係会社に対する外注費は、　　

　19,953百万円である。

※１　関係会社に係る営業費用

 完成工事原価中の関係会社に対する外注費は、　　

　　　　18,416百万円である。

※２　関係会社に係る営業外収益

　受取配当金 89百万円

　賃貸収入 142百万円

※３　　　　　　　　───────

※２　関係会社に係る営業外収益

　受取配当金 122百万円

　賃貸収入 146百万円

※３　関係会社に係る営業外費用

　支払利息 24百万円

※４　研究開発費

　　　  一般管理費及び当期発生原価に含まれる研究開発

費の総額は61百万円である。

※４　研究開発費

　　　  一般管理費及び当期発生原価に含まれる研究開発

費の総額は58百万円である。

※５　前期損益修正益の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 0百万円

　前期完成工事原価等の修正 7百万円

　計 8百万円

※５　前期損益修正益の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 3百万円

　前期完成工事原価等の修正 6百万円

　計 10百万円

※６　前期損益修正損の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 1百万円

　前期完成工事原価等の修正 8百万円

　計 10百万円

※６　前期損益修正損の内訳は次のとおりである。

　前期完成工事高の修正 1百万円

　前期完成工事原価等の修正 4百万円

　計 5百万円

※７　固定資産除売却損の内訳は次のとおりである。

　建物・構築物除却損 52百万円

　工具器具・備品除却損 1百万円

　計 54百万円

※７　固定資産除売却損の内訳は次のとおりである。

　土地売却損 0百万円

　建物・構築物除却損 0百万円

　建物・構築物売却損 14百万円

　工具器具・備品除却損 9百万円

  工具器具・備品売却損 0百万円

　計 24百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 697,720 1,046 147 698,619

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　1,046株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　147株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 698,619 1,561 48 700,132

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 1,561株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　    48株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械・
運搬具

2,771 1,183 1,587

工具器具
・備品

272 131 141

合計 3,044 1,315 1,729

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械・
運搬具

526 211 315

工具器具
・備品

221 125 96

合計 748 336 411

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 526百万円

１年超 1,256百万円

合計 1,783百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 135百万円

１年超 285百万円

合計 420百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 599百万円

減価償却費相当額 538百万円

支払利息相当額 43百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 531百万円

減価償却費相当額 484百万円

支払利息相当額 40百万円

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数として残存価額を零とする定

額法によっている。

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　　利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっている。

　　　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

当事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

　　　繰延税金資産
　　　　退職給付引当金 616百万円

　　　　役員退職引当金 85百万円

　　　　賞与引当金 72百万円

　　　　未払事業税 44百万円

　　　　減損損失 43百万円

　　　　ソフトウェア資産 41百万円

　　　　その他 206百万円

　　　繰延税金資産小計 1,110百万円
　　　　評価性引当額 △219百万円

　　　繰延税金資産合計 891百万円
　　　繰延税金負債

　　　　その他有価証券評価差額金 △478百万円

　　　　買換資産圧縮積立金 △8百万円

　　　繰延税金負債合計 △486百万円

　　　繰延税金資産の純額 404百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

　　　繰延税金資産
　　　　退職給付引当金 488百万円

　　　　賞与引当金 76百万円

　　　　減損損失 43百万円

　　　　ソフトウェア資産 39百万円

　　　　未払事業税 18百万円

　　　　その他 283百万円

　　　繰延税金資産小計 949百万円
　　　　評価性引当額 △217百万円

　　　繰延税金資産合計 732百万円
　　　繰延税金負債

　　　　その他有価証券評価差額金 △93百万円

　　　　買換資産圧縮積立金 △7百万円

　　　繰延税金負債合計 △101百万円

　　　繰延税金資産の純額 631百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率 40.6％

　　　(調整)
　　　交際費等永久に損金に算入されな
　　　い項目

2.8％

　　　受取配当金等永久に益金に算入さ
　　　れない項目

△7.5％

　　　住民税均等割等 1.8％

　　　評価性引当額 0.4％

　　　その他 △0.4％

　　　税効果会計適用後の法人税等の
　　　負担率

37.7％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率 40.6％

　　　(調整)
　　　交際費等永久に損金に算入されな
　　　い項目

1.7％

　　　受取配当金等永久に益金に算入さ
　　　れない項目

△3.9％

　　　住民税均等割等 1.4％

　　　追徴税額 4.0％

　　　その他 △1.2％

　　　税効果会計適用後の法人税等の
　　　負担率

42.6％
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(企業結合等関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び

に取引の目的を含む取引の概要

　(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

名　　　称：株式会社シーキューブモバイルテック

事業の内容：電気通信工事業

　(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社シーキューブモバイルテックは解散し、結合後企業の名称

はシーキューブ株式会社となっている。

　(3) 取引の目的を含む取引の概要

当社の重要なコア事業である移動通信事業の事業環境は大きく変化しており、その激変する事業環境に迅

速かつ柔軟に対応するための吸収合併であり、合併期日後において同社の資産・負債及び権利義務の一切を

引き継いでいる。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

15年10月31日））　三　企業結合に係る会計基準　４　共通支配下の取引等の会計処理を適用する。

　

　

当事業年度（自  平成19年４月１日  至  平成20年３月31日）

　　　　該当事項なし。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 551.34円 552.42円

１株当たり当期純利益 29.55円 32.85円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－円 －円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

２　算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

前事業年度末
（平成19年３月31日)

当事業年度末
（平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 14,856百万円 14,884百万円

普通株式に係る純資産額 14,856百万円 14,884百万円

普通株式の発行済株式数 27,644千株 27,644千株

普通株式の自己株式数 698千株 700千株

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数

26,946千株 26,944千株

　　

(2) １株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 796百万円 885百万円

普通株式に係る当期純利益 796百万円 885百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円

普通株式の期中平均株式数 26,946千株 26,945千株

　

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他有価
証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル
・グループ

380,800 327

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 1,317 198

三菱ＵＦＪリース㈱ 50,000 173

㈱愛知銀行 17,000 123

名糖産業㈱ 56,000 118

名工建設㈱ 154,000 110

㈱りそなホールディングス 566 93

㈱大垣共立銀行 163,000 87

日本電信電話㈱ 200 86

㈱コミューチュア 185,000 83

日本電話施設㈱ 300,000 82

㈱協和エクシオ 100,000 76

日本電通㈱ 198,000 65

㈱オリバー 41,000 63

ユタカフーズ㈱ 39,000 58

㈱立花エレテック 64,900 53

東海東京証券㈱ 162,750 53

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 100 43

その他32銘柄 430,813 273

計 2,344,446 2,174

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他有価
証券

野村アセットマネジメント委託

　日本株ファンド“躍進” 3,000 19

　グロース・エリア・オープン 30,000,000 11

大和投資信託委託

　アクティブ・ニッポン 26,919,798 16

計 － 47
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 5,153 12 58 5,108 2,530 168 2,577

　構築物 515 39 3 551 388 26 162

　機械装置 214 － － 214 175 12 38

　工具器具・備品 883 20 138 765 677 37 88

　土地 4,922 506 42 5,386 － － 5,386

　建設仮勘定 25 674 507 192 － － 192

有形固定資産計 11,7151,253 750 12,218 3,772 245 8,446

無形固定資産

　電話加入権 － － － 35 － － 35

　その他 － － － 2 0 0 1

無形固定資産計 － － － 37 0 0 36

長期前払費用
19
(7)

14
(0)

8
(3)

24
(3)

0 0
23
(3)

繰延資産

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。

　　　土地　　岐阜支店・中濃営業所　254百万円、中津川事業所　153百万円

２　無形固定資産の増加額及び減少額がいずれも当期末における無形固定資産の総額の５％以下であるため、「前

期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略している。

３　長期前払費用の(　)内は内書きで、保険料等の期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、償却

累計額の算定には含まれていない。

４　当期償却額は次の科目に配分されている。販売費及び一般管理費61百万円、完成工事原価120百万円、未成工事

支出金９百万円、営業外費用55百万円、合計246百万円。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 36 26 － 36 26

賞与引当金 178 189 178 － 189

役員賞与引当金 45 － 45 － －

工事損失引当金 3 － 3 － －

役員退職引当金 210 8 67 151 －

(注) １　貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替処理による取崩額である。

　　 ２  役員退職引当金の当期減少額（その他）は、役員退職慰労金制度廃止に伴い、「長期未払金」へ振り替えたもの

である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金預金

　

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 319

普通預金 0

小計 319

計 321

　

(ロ)受取手形

(ａ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱近藤組 28

住友ナコマテリアルハンドリング㈱ 1

㈱ＵＳＥＮ 1

㈱川瀬電気工業所 1

その他 1

計 34

　

(ｂ)決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円)

平成20年４月 9

平成20年５月 9

平成20年６月 3

平成20年７月 9

平成20年８月 1

計 34
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(ハ)完成工事未収入金
　

相手先 金額(百万円)

西日本電信電話㈱ 5,581

日本エリクソン㈱ 1,087

エヌ・ティ・ティ・インフラネット㈱ 458

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海 354

ＫＤＤＩ㈱ 332

その他 2,021

計 9,835

　

(ニ)　売掛金

(ａ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱フューチャーイン 2

㈱大洋パーソナル 2

その他 6

計 11

　

(ｂ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ｄ)
(Ｂ)
366

12 110 111 11 90.8 37.5

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。

　

(ホ)商品

　

種別 金額(百万円)

電話関連機器 2
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(ヘ)未成工事支出金

　

期首残高(百万円) 当期支出額(百万円)
完成工事原価への振替額

(百万円)
期末残高(百万円)

2,350 34,018 33,694 2,673

期末残高の内訳は次のとおりである。

　　材料費 323百万円

　　労務費 27

　　外注費 1,588

　　経費 733

　　計 2,673

　

(ト)材料貯蔵品

材料貯蔵品174百万円はすべて工事用消耗材料である。

　

(チ)関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

㈱シーキューブトータルサービス 1,657

㈱嶋田建設 145

計 1,802
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②　負債の部

(イ)工事未払金

　

相手先 金額(百万円)

㈱シーキューブ愛知 636

㈱シーキューブ静岡 270

㈱東海通信資材サービス 259

㈱シーキューブ三重 221

㈱シーキューブ岐阜 191

その他 2,458

計 4,038

　

(ロ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

西日本電信電話㈱ 10

その他 0

計 11

　

(ハ)短期借入金

　

借入先 金額(百万円)

㈱シーキューブ愛知 1,584

㈱りそな銀行 750

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 700

㈱シーキューブ静岡 564

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 350

その他 1,289

計 5,238

　

EDINET提出書類

シーキューブ株式会社(E00191)

有価証券報告書

88/98



(ニ)未成工事受入金

　

期首残高(百万円) 当期受入額(百万円)
完成工事高への振替額

(百万円)
期末残高(百万円)

141 28,080 28,104 118

(注)　損益計算書の完成工事高36,131百万円に消費税等を加算した金額と上記完成工事高への振替額28,104百万円との

差額が完成工事未収入金の当期計上額になる。

　

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券、100株未満の株式の数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

　　株券喪失登録に伴う
　　手数料

１　喪失登録　　　１件につき　10,500円
２　喪失登録株券　１枚につき　　 525円

単元未満株式の買取り・
買増し

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告の方法により行う。
http://www.c-cube-g.co.jp
やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経
済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

１
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第54期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
東海財務局長に提出。

２ 半期報告書 (第55期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月20日
東海財務局長に提出。

３　有価証券報告書の訂正報告書

　(1)  平成19年６月28日東海財務局長に提出の事業年度（第54期）（自　平成18年４月１日

　　  　 至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成19年７月２日東海

　　　   財務局長に提出。

　　(2)  平成19年６月28日東海財務局長に提出の事業年度（第54期）（自　平成18年４月１日

　　　   至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成19年11月２日東海

　　　   財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 

平成１９年６月２８日

シ ー キ ュ ー ブ 株 式 会 社

取　締　役　会　 御　中

 

み　す　ず　監　査　法　人
 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　小　林　正　明

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　井　上　嗣　平

 

舟 橋 弘 公 認 会 計 士 事 務 所
 
公認会計士　舟　橋　　　弘

 

公 認 会 計 士 林 成 憲 事 務 所
 
公認会計士　林　　　成　憲

 

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシー

キューブ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私ど

もに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シー

キューブ株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士舟橋弘及び公認会計士林成憲との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
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（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

シーキューブ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　林　　正　　明　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　嗣　　平　　

　

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているシーキューブ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、シーキューブ株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４会計処理基準に関する事項 (3) ⑥役員退職引当金に

記載されているとおり、連結子会社の一部について役員退職慰労金を支出時の費用として処理する方法から

内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退職引当金として計上する方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 

平成１９年６月２８日

シ ー キ ュ ー ブ 株 式 会 社

取　締　役　会　 御　中

 

み　す　ず　監　査　法　人
 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　小　林　正　明

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　井　上　嗣　平

 

舟 橋 弘 公 認 会 計 士 事 務 所
 
公認会計士　舟　橋　　　弘

 

公 認 会 計 士 林 成 憲 事 務 所
 
公認会計士　林　　　成　憲

 

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシー

キューブ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私ど

もに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シー

キューブ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士舟橋弘及び公認会計士林成憲との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
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（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

シーキューブ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　林　　正　　明

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　嗣　　平

　

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているシーキューブ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第55期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、シーキューブ株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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